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(57)【要約】
【課題】吐出性に優れ、形成される画像の定着性、ブロッキングが良好な水性インク組成
物を提供する。
【解決手段】水性インク組成物に、水系媒体と、顔料および水不溶性ポリマー分散剤を含
む着色粒子と、親水性の構成単位、および脂環式（メタ）アクリレートに由来する疎水性
の構成単位を含む自己分散ポリマー粒子とを含有させる。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　水系媒体と、
　顔料および水不溶性ポリマー分散剤を含む着色粒子と、
　親水性の構成単位、および脂環式（メタ）アクリレートに由来する疎水性の構成単位を
含む自己分散ポリマー粒子と、
を含有する水性インク組成物。
【請求項２】
　前記自己分散ポリマー粒子は、疎水性の構成単位として、炭素数が１～８の鎖状アルキ
ル基を有する（メタ）アクリレートに由来する構成単位を、さらに含む請求項１に記載の
水性インク組成物。
【請求項３】
　前記自己分散ポリマー粒子は、スチレン系モノマーに由来する構成単位の含有率が２０
質量％以下である請求項１または請求項２に記載の水性インク組成物。
【請求項４】
　前記自己分散ポリマー粒子は、親水性の構成単位として、カルボキシル基を有する構成
単位を含む請求項１～請求項３のいずれか１項に記載の水性インク組成物。
【請求項５】
　インクジェット記録用インクである請求項１～請求項４のいずれか１項に記載の水性イ
ンク組成物。
【請求項６】
　請求項１～請求項５のいずれか１項に記載の水性インク組成物の少なくとも１種を含む
インクセット。
【請求項７】
　請求項１～請求項５のいずれか１項に記載の水性インク組成物、または請求項６に記載
のインクセットを用いて、被記録媒体上に、前記水性インク組成物を付与するインク付与
工程を含む画像形成方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、水性インク組成物、インクセットおよび画像形成方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、資源保護、環境保全、作業の安定性の向上等のニーズの高まりによって塗料なら
びにインク（以下、「インキ」ともいう）の水性化が進行しつつある。水性塗料ならびに
水性インキに要求される品質は、油性塗料ならびに油性インキと同様、流動性、貯蔵安定
性、皮膜の光沢、鮮明性、着色力等である。しかしながら、大部分の顔料は水性ビヒクル
に対して油性の場合に比べ顔料分散性等の適性が著しく劣るため通常の分散方法では満足
な品質は得られない。これまで、各種の添加剤、例えば水性用顔料分散樹脂や界面活性剤
の使用が検討されてきたが上記すべての適性を満足し、既存の高品質を有する油性塗料ま
たは油性インキに匹敵するような水性塗料または水性インキは得られていない。
【０００３】
　このような問題を解決するために、例えば、色材として水不溶性ポリマーによって被覆
されている着色剤と、ポリマー粒子を含有する水性インク組成物が開示されている（例え
ば、特許文献１参照）。該水性インク組成物を用いたインクジェットインクは耐水性、耐
擦過性、耐マーカー性、印字性に優れるとされている。
　また、色材として水不溶性ポリマーによって被覆されている着色剤と添加剤として樹脂
エマルジョンを少なくとも含有するインク組成物であって、水不溶性ポリマーの重量平均
分子量が５００００～１５００００であり、樹脂エマルジョンは少なくとも該水不溶性ポ
リマーと構成成分が同一構造を持ち、その分子量が該水不溶性ポリマーに対して、１．５
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倍～４倍の重量平均分子量のポリマーからなることを特徴とするインク組成物が開示され
（例えば、特許文献２参照）、該インクは光沢性と耐擦過性とが良好であるとされている
。
【特許文献１】特開２００１－３２９１９９号公報
【特許文献２】特開２００６－２７３８９２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、特許文献１に記載のインク組成物では形成される画像の耐擦過性は改良
されるものの、ブロッキングや吐出性は不十分であった。また、特許文献２に記載のイン
クでも光沢性や耐擦過性はある程度改良されるものの、ブロッキングや吐出性は不十分で
あった。
　特に、公知技術に記載の水性インク組成物を用い、水系媒体として特定の有機溶剤を用
いると、吐出性、ブロッキングの悪化が顕著であった。
　本発明は、吐出性に優れ、形成される画像の定着性、ブロッキングが良好な水性インク
組成物及びこれを含むインクセット、並びに該水性インク組成物を用いる画像形成方法を
提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　前記課題を解決するための具体的手段は以下の通りである。
＜１＞　水系媒体と、顔料および水不溶性ポリマー分散剤を含む着色粒子と、親水性の構
成単位、および脂環式（メタ）アクリレートに由来する疎水性の構成単位を含む自己分散
ポリマー粒子と、を含有する水性インク組成物。
＜２＞　前記自己分散ポリマー粒子は、疎水性の構成単位として、炭素数が１～８の鎖状
アルキル基を含有する（メタ）アクリレートに由来する構成単位を、さらに含む前記＜１
＞に記載の水性インク組成物。
＜３＞　前記自己分散ポリマー粒子は、スチレン系モノマーに由来する構成単位の含有率
が２０質量％以下である前記＜１＞または＜２＞に記載の水性インク組成物。
＜４＞　前記自己分散ポリマー粒子は、親水性の構成単位として、カルボキシル基を有す
る構成単位を含む前記＜１＞～＜３＞のいずれか１項に記載の水性インク組成物。
＜５＞　インクジェット記録用インクである前記＜１＞～＜４＞のいずれか１項に記載の
水性インク組成物。
＜６＞　前記＜１＞～＜５＞のいずれか１項に記載の水性インク組成物の少なくとも１種
を含むインクセット。
＜７＞　前記＜１＞～＜５＞のいずれか１項に記載の水性インク組成物、または前記＜６
＞に記載のインクセットを用いて、被記録媒体上に、前記水性インク組成物を付与するイ
ンク付与工程を含む画像形成方法。
【発明の効果】
【０００６】
　本発明によれば、吐出性に優れ、形成される画像の定着性、ブロッキングが良好な水性
インク組成物及びこれを含むインクセット、並びに該水性インク組成物を用いる画像形成
方法を提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００７】
＜水性インク組成物＞
　本発明の水性インク組成物（以下、単に「インク組成物」ということがある）は、水系
媒体と、顔料および水不溶性ポリマー分散剤を含む着色粒子の少なくとも１種と、親水性
の構成単位および脂環式（メタ）アクリレートに由来する疎水性の構成単位を含む自己分
散ポリマー粒子の少なくとも１種とを含有する。
　かかる構成であることにより、粘度変化及び粒径変化の経時安定性に優れ、形成される
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画像の定着性、ブロッキングが良好な水性インク組成物とすることができる。また、かか
る構成の水性インク組成物は、例えばインクジェット記録法に適用する場合、インクの吐
出性にも優れている。
【０００８】
［着色粒子］
　本発明における着色粒子は、顔料の少なくとも１種と、水不溶性ポリマー分散剤の少な
くとも１種とを含むが、前記顔料は前記水不溶性ポリマー分散剤で被覆された状態として
着色粒子を構成していることが好ましい。また前記着色粒子は、顔料と水不溶性ポリマー
分散剤に加えて、必要に応じてその他の成分を含んでいてもよい。
【０００９】
（顔料）
　本発明における顔料としては、その種類に特に制限はなく、従来公知の有機及び無機顔
料を用いることができる。例えば、アゾレーキ、アゾ顔料、フタロシアニン顔料、ペリレ
ン及びペリノン顔料、アントラキノン顔料、キナクリドン顔料、ジオキサジン顔料、ジケ
トピロロピロール顔料、チオインジゴ顔料、イソインドリノン顔料、キノフタロン顔料等
の多環式顔料や、塩基性染料型レーキ、酸性染料型レーキ等の染料レーキや、ニトロ顔料
、ニトロソ顔料、アニリンブラック、昼光蛍光顔料等の有機顔料、酸化チタン、酸化鉄系
、カーボンブラック系等の無機顔料が挙げられる。また、カラーインデックスに記載され
ていない顔料であっても水相に分散可能であれば、いずれも使用できる。更に、上記顔料
を界面活性剤やポリマー分散剤等で表面処理したものや、グラフトカーボン等も勿論使用
可能である。上記顔料のうち、インク着色性の観点から、特に、有機顔料、カーボンブラ
ック系顔料を用いることが好ましい。
【００１０】
　本発明に用いられる有機顔料の具体的な例を以下に示す。
　オレンジ又はイエロー用の有機顔料としては、例えば、Ｃ．Ｉ．ピグメントオレンジ３
１、Ｃ．Ｉ．ピグメントオレンジ４３、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１２、Ｃ．Ｉ．ピグ
メントイエロー１３、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１４、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１
５、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１７、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー７４、Ｃ．Ｉ．ピグ
メントイエロー９３、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー９４、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１
２８、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１３８、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１５１、Ｃ．Ｉ
．ピグメントイエロー１５５、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１８０、Ｃ．Ｉ．ピグメント
イエロー１８５等が挙げられる。
【００１１】
　マゼンタまたはレッド用の有機顔料としては、例えば、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２、
Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド３、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド５、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド
６、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド７、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１５、Ｃ．Ｉ．ピグメント
レッド１６、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド４８：１、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド５３：１、
Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド５７：１、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１２２、Ｃ．Ｉ．ピグメ
ントレッド１２３、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１３９、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１４４
、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１４９、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１６６、Ｃ．Ｉ．ピグメ
ントレッド１７７、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１７８、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２２２
Ｃ．Ｉ．ピグメントバイオレット１９等が挙げられる。
【００１２】
　グリーンまたはシアン用の有機顔料としては、例えば、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１５
、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１５：２、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１５：３、Ｃ．Ｉ．ピ
グメントブルー１５：４、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１６、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー６
０、Ｃ．Ｉ．ピグメントグリーン７、米国特許４３１１７７５記載のシロキサン架橋アル
ミニウムフタロシアニン等が挙げられる。
　ブラック用の有機顔料としては、例えば、Ｃ．Ｉ．ピグメントブラック１、Ｃ．Ｉ．ピ
グメントブラック６、Ｃ．Ｉ．ピグメントブラック７等が挙げられる。
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　前記顔料は、１種単独で用いても複数併用してもよい。
【００１３】
　前記着色粒子における顔料の含有量は、インク着色性、保存安定性等の観点から、全固
形分質量に対して、０．１～２０質量％が好ましく、０．２～１５質量％がより好ましく
、０．５～１０質量％が特に好ましい。
【００１４】
（水不溶性ポリマー分散剤）
　本発明における水不溶性ポリマー分散剤（以下、単に「分散剤」ということがある）と
しては、水不溶性のポリマーであって、顔料を分散可能であれば特に制限は無く、従来公
知の水不溶性ポリマー分散剤を用いることができる。水不溶性ポリマー分散剤は、例えば
、疎水性の構成単位と親水性の構成単位の両方を含んで構成することができる。
【００１５】
　前記疎水性の構成単位を構成するモノマーとしては、スチレン系モノマー、アルキル（
メタ）アクリレート、芳香族基含有（メタ）アクリレート等を挙げることができる。
　また前記親水性構成単位を構成するモノマーとしては、親水性基を含むモノマーであれ
ば特に制限はない。前記親水性基としては、ノニオン性基、カルボキシル基、スルホン酸
基、リン酸基等を挙げることができる。尚、ノニオン性基は後述の自己分散ポリマーにお
けるノニオン性基と同義である。
　本発明における親水性構成単位は、分散安定性の観点から、少なくともカルボキシル基
を含むことが好ましく、ノニオン性基とカルボキシル基を共に含む形態であることもまた
好ましい。
【００１６】
　本発明における水不溶性ポリマー分散剤として、具体的には、スチレン－（メタ）アク
リル酸共重合体、スチレン－（メタ）アクリル酸－（メタ）アクリル酸エステル共重合体
、（メタ）アクリル酸エステル－（メタ）アクリル酸共重合体、ポリエチレングリコール
（メタ）アクリレート－（メタ）アクリル酸共重合体、スチレン－マレイン酸共重合体等
が挙げられる。
　ここで「（メタ）アクリル酸」は、アクリル酸またはメタクリル酸を意味する。
【００１７】
　本発明において水不溶性ポリマー分散剤としては、顔料の分散安定性の観点から、カル
ボキシル基を含むビニルポリマーであることが好ましく、疎水性の構成単位として少なく
とも芳香族基含有モノマーに由来する構成単位を有し、親水性の構成単位としてカルボキ
シル基を含む構成単位を有するビニルポリマーであることがより好ましい。
【００１８】
　また前記水不溶性ポリマー分散剤の重量平均分子量としては、顔料の分散安定性の観点
から、３，０００～２００，０００が好ましく、より好ましくは５，０００～１００，０
００、更に好ましくは５，０００～８０，０００、特に好ましくは１０，０００～６０，
０００である。
【００１９】
　本発明における着色粒子中における分散剤の含有量は、顔料の分散性、インク着色性、
分散安定性の観点から、顔料に対し、分散剤が５～２００質量％であることが好ましく、
１０～１００質量％がより好ましく、２０～８０質量％が特に好ましい。
　前記着色粒子中の分散剤の含有量が、上記範囲であることにより、顔料が適量の分散剤
で被覆され、粒径が小さく経時安定に優れた着色粒子を得やすい傾向となり好ましい。
【００２０】
　本発明における前記着色粒子は、前記水不溶性ポリマー分散剤に加えて、その他の分散
剤を含んでいてもよい。例えば、従来公知の水溶性低分子分散剤や、水溶性ポリマー等を
用いることができる。前記水不溶性ポリマー分散剤以外の分散剤の含有量は、前記分散剤
の含有量の範囲内で用いることができる。
【００２１】



(6) JP 2010-77218 A 2010.4.8

10

20

30

40

50

（その他の添加剤）
　前記着色粒子には、必要に応じて、塩基性物質（中和剤）、界面活性剤等のその他の添
加剤を添加することができる。
【００２２】
（塩基性物質）
　塩基性物質としては、中和剤（有機塩基、無機アルカリ）を用いることができる。塩基
性物質は、分散剤を中和する目的で、前記分散剤を含む組成物がｐＨ７～１１となるよう
に添加するのが好ましく、ｐＨ８～１０となるように添加するのがより好ましい。
　塩基性物質の含有量としては、分散剤のイオン性基１００モル％に対して、５０～１５
０モル％であることが好ましく、７０～１２０モル％であることがより好ましく８０～１
００モル％であることが特に好ましい。
　塩基性物質の具体例については、後述する自己分散ポリマー粒子におけるものと同様で
ある。
【００２３】
（着色粒子分散物の製造方法）
　本発明における着色粒子は、例えば、顔料、分散剤、必要に応じて溶媒（好ましくは有
機溶剤）等を含む混合物を、分散機により分散することにより着色粒子分散物として得る
ことができる。
【００２４】
　本発明における着色粒子分散物は、顔料、分散剤、前記分散剤を溶解または分散する有
機溶剤、及び塩基性物質を含み、水を主成分とする溶液を混合した後（混合・水和工程）
、前記有機溶剤を除く（溶媒除去工程）ことによって製造されることが好ましい。
　この着色粒子分散物の製造方法によれば、前記着色粒子が微細に分散され、保存安定性
に優れた着色粒子分散物を製造することができる。
【００２５】
　前記着色粒子分散物の製造方法における有機溶剤は、本発明における分散剤を溶解また
は分散できることが必要だが、これに加えて水に対してある程度の親和性を有することが
好ましい。具体的には、２０℃において、水に対する溶解度が１０質量％以上５０質量％
以下であるものが好ましい。
【００２６】
　本発明における着色粒子分散物は、更に詳細には下記に示す工程（１）および工程（２
）を含む製造方法で製造することができるが、これに限定されるものではない。
【００２７】
　工程（１）：顔料と、分散剤と、及び前記分散剤を溶解・分散する有機溶剤と、塩基性
物質と、水とを含有する混合物を、分散処理する工程
　工程（２）：分散処理後の混合物から、前記有機溶剤の少なくとも一部を除去する工程
【００２８】
　前記工程（１）では、まず、前記分散剤を有機溶剤に溶解、または分散させ、これらの
混合物を得る（混合工程）。次に顔料と、塩基性物質を含み、水を主成分とする溶液と、
水と、必要に応じて界面活性剤等とを、前記混合物に加えて混合、分散処理し、水中油型
の着色粒子分散物を得る。
　前記塩基性物質の添加量（中和度）には、特に限定がない。通常、最終的に得られる着
色粒子分散物の液性が、中性に近い液性、例えば、ｐＨが４．５～１０であることが好ま
しい。また前記分散剤に応じた中和度により、ｐＨを決めることもできる。
【００２９】
　前記着色粒子分散物の製造方法で用いる顔料、分散剤、及びその他の添加剤は、前述の
着色粒子の項において記載したものと同義であり、好ましい例も同様である。
【００３０】
　本発明に用いられる有機溶剤の好ましい例としては、アルコール系溶剤、ケトン系溶剤
、エーテル系溶剤が挙げられる。これらのうちアルコール系溶剤としては、エタノール、
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イソプロパノール、ｎ－ブタノール、第３級ブタノール、イソブタノール、ジアセトンア
ルコール等が挙げられる。ケトン系溶剤としては、アセトン、メチルエチルケトン、ジエ
チルケトン、メチルイソブチルケトン等が挙げられる。エーテル系溶剤としては、ジブチ
ルエーテル、テトラヒドロフラン、ジオキサン等が挙げられる。これらの溶剤の中では、
イソプロパノール、アセトン及びメチルエチルケトンが好ましく、特に、メチルエチルケ
トンが好ましい。
　また、これらの有機溶剤は、単独で用いても複数併用してもよい。
【００３１】
　前記着色粒子分散物の製造においては、２本ロール、３本ロール、ボールミル、トロン
ミル、ディスパー、ニーダー、コニーダー、ホモジナイザー、ブレンダー、単軸若しくは
２軸の押出機等を用いて、強い剪断力を与えながら混練分散処理を行なうことができる。
　なお、混練、分散についての詳細は、Ｔ．Ｃ．　Ｐａｔｔｏｎ著”Ｐａｉｎｔ　Ｆｌｏ
ｗ　ａｎｄ　Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｄｉｓｐｅｒｓｉｏｎ”（１９６４年　Ｊｏｈｎ　Ｗｉｌ
ｅｙ　ａｎｄ　Ｓｏｎｓ社刊）等に記載されている。
　また、必要に応じて、縦型若しくは横型のサンドグラインダー、ピンミル、スリットミ
ル、超音波分散機等を用いて、０．０１～１ｍｍの粒径のガラス、ジルコニア等でできた
ビーズで微分散処理を行なうことにより得ることができる。
【００３２】
　本発明における着色粒子分散物の製造方法において、前記有機溶剤の除去は特に限定さ
れず、減圧蒸留等の公知に方法により除去できる。
【００３３】
　このようにして得られた着色粒子分散物における着色粒子は良好な分散状態を保ち、か
つ、得られた着色粒子分散物は経時安定性に優れたものとなる。
【００３４】
　本発明において、着色粒子の平均粒径としては、１０～２００ｎｍが好ましく、１０～
１５０ｎｍがより好ましく、１０～１００ｎｍがさらに好ましい。平均粒径が２００ｎｍ
以下であることで色再現性が良好になり、インクジェット方式の場合には打滴特性が良好
になる。また、平均粒径が１０ｎｍ以上であることで、耐光性が良好になる。
　また、着色粒子の粒径分布に関しては、特に制限は無く、広い粒径分布又は単分散性の
粒径分布のいずれであってもよい。また、単分散性の粒径分布を持つ着色粒子を、２種以
上混合して使用してもよい。
　尚、着色粒子の平均粒径及び粒径分布は、例えば、動的光散乱法を用いて測定すること
ができる。
【００３５】
　本発明の水性インク組成物において、上記着色粒子は１種単独で、また２種以上を組合
わせて使用してもよい。
　また、着色粒子の含有量としては、画像濃度の観点から、水性インク組成物に対して、
０．１～２５質量％であることが好ましく、１～２０質量％がより好ましく、１．５～１
５質量％がさらに好ましく、１．５～１０質量％が特に好ましい。
【００３６】
［自己分散ポリマー粒子］
　本発明における自己分散ポリマー粒子は、親水性の構成単位と疎水性の構成単位とを含
み、前記疎水性の構成単位が、少なくとも脂環式（メタ）アクリレートに由来する構造を
有することを特徴とする。脂環式（メタ）アクリレートに由来する構造を有することで、
形成される画像の定着性、ブロッキング耐性が良好な水性インク組成物を得ることができ
る。また、インクジェット記録に適用する場合には、良好な吐出性が得られる。
【００３７】
　本発明において自己分散ポリマーとは、界面活性剤の不存在下、転相乳化法により分散
状態としたとき、ポリマー自身の官能基（特に酸性基又はその塩）によって、水性媒体中
で分散状態となりうる水不溶性ポリマーをいう。
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　ここで分散状態とは、水性媒体中に水不溶性ポリマーが液体状態で分散された乳化状態
（エマルション）、及び、水性媒体中に水不溶性ポリマーが固体状態で分散された分散状
態（サスペンジョン）の両方の状態を含むものである。
　本発明における自己分散ポリマーにおいては、水性インク組成物に含有されたときのイ
ンク定着性の観点から、水不溶性ポリマーが固体状態で分散された分散状態となりうる自
己分散ポリマーであることが好ましい。
【００３８】
　自己分散ポリマーの乳化又は分散状態、すなわち自己分散ポリマーの水性分散物の調製
方法としては、転相乳化法が挙げられる。転相乳化法としては、例えば、自己分散ポリマ
ーを溶媒（例えば、水溶性有機溶剤等）中に溶解又は分散させた後、界面活性剤を添加せ
ずにそのまま水中に投入し、自己分散ポリマーが有する塩生成基（例えば、酸性基）を中
和した状態で、攪拌、混合し、前記溶媒を除去した後、乳化又は分散状態となった水性分
散物を得る方法が挙げられる。
【００３９】
　また本発明の自己分散ポリマーにおける安定な乳化又は分散状態とは、水不溶性ポリマ
ー３０ｇを７０ｇの有機溶剤（例えば、メチルエチルケトン）に溶解した溶液、該水不溶
性ポリマーの塩生成基を１００％中和できる中和剤（塩生成基がアニオン性であれば水酸
化ナトリウム、カチオン性であれば酢酸）、及び水２００ｇを混合、攪拌（装置：攪拌羽
根付き攪拌装置、回転数２００ｒｐｍ、３０分間、２５℃）した後、該混合液から該有機
溶剤を除去した後でも、乳化又は分散状態が、２５℃で、少なくとも１週間安定に存在し
、沈殿の発生が目視で確認できない状態であることをいう。
【００４０】
　また、自己分散ポリマーにおける乳化又は分散状態の安定性は、遠心分離による沈降の
加速試験によっても確認することができる。遠心分離による、沈降の加速試験による安定
性は、例えば、上記の方法により得られたポリマー粒子の水性分散物を、固形分濃度２５
質量％に調整した後、１２０００ｒｐｍで一時間遠心分離し、遠心分離後の上澄みの固形
分濃度を測定することによって評価できる。
　遠心分離前の固形分濃度に対する遠心分離後の固形分濃度の比が大きければ（１に近い
数値であれば）、遠心分離によるポリマー粒子の沈降が生じない、すなわち、ポリマー粒
子の水性分散物がより安定であることを意味する。本発明においては、遠心分離前後での
固形分濃度の比が０．８以上であることが好ましく、０．９以上であることがより好まし
く、０．９５以上であることが特に好ましい。
【００４１】
　また、水不溶性ポリマーとは、ポリマーを１０５℃で２時間乾燥させた後、２５℃の水
１００ｇ中に溶解させたときに、その溶解量が１０ｇ以下であるポリマーをいい、その溶
解量が好ましくは５ｇ以下、更に好ましくは１ｇ以下である。前記溶解量は、水不溶性ポ
リマーの塩生成基の種類に応じて、水酸化ナトリウム又は酢酸で１００％中和した時の溶
解量である。
【００４２】
　本発明における自己分散ポリマーは、分散状態としたときに水溶性を示す水溶性成分の
含有量が１０質量％以下であることが好ましく、８質量％以下であることがより好ましく
、６質量％以下であることがさらに好ましい。水溶性成分が１０質量％以下とすることで
、ポリマー粒子の膨潤やポリマー粒子同士の融着を効果的に抑制し、より安定な分散状態
を維持することができる。また、水性インク組成物の粘度上昇を抑制でき、例えば、水性
インク組成物をインクジェット法に適用する場合に、吐出安定性がより良好になる。
　ここで水溶性成分とは、自己分散ポリマーに含有される化合物であって、自己分散ポリ
マーを分散状態にした場合に水に溶解する化合物をいう。前記水溶性成分は自己分散ポリ
マーを製造する際に、副生又は混入する水溶性の化合物である。
【００４３】
（疎水性の構成単位）
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　本発明において自己分散ポリマー粒子は、疎水性の構成単位として、脂環式（メタ）ア
クリレートに由来する構造の少なくとも１種を含む。
　本発明における自己分散ポリマー粒子を構成するポリマーの主鎖骨格については特に制
限はないが、ポリマー粒子の分散安定性の観点から、ビニルポリマーであることが好まし
い。
【００４４】
－脂環式（メタ）アクリレート－
　本発明において脂環式（メタ）アクリレートとは、（メタ）アクリル酸に由来する構造
部位と、アルコールに由来する構造部位とを含み、アルコールに由来する構造部位に、無
置換または置換された脂環式炭化水素基を少なくとも１つ含む構造を有しているものであ
る。尚、前記脂環式炭化水素基は、アルコールに由来する構造部位そのものであっても、
連結基を介してアルコールに由来する構造部位に結合していてもよい。
　また、「脂環式（メタ）アクリレート」とは、脂環式炭化水素基を有する、メタクリレ
ートまたはアクリレートを意味する。
【００４５】
　脂環式炭化水素基としては、環状の非芳香族炭化水素基を含むものであれば特に限定は
なく、単環式炭化水素基、２環式炭化水素基、３環式以上の多環式炭化水素基が挙げられ
る。
　脂環式炭化水素基としては、例えば、シクロペンチル基、シクロヘキシル基などのシク
ロアルキル基や、シクロアルケニル基、ビシクロヘキシル基、ノルボルニル基、イソボル
ニル基、ジシクロペンタニル基、ジシクロペンテニル基、アダマンチル基、デカヒドロナ
フタレニル基、ペルヒドロフルオレニル基、トリシクロ［５．２．１．０２，６]デカニ
ル基、およびビシクロ［４.３.０］ノナン等を挙げることができる。
【００４６】
　前記脂環式炭化水素基は、更に置換基を有してもよい。該置換基としては、例えば、ア
ルキル基、アルケニル基、アリール基、アラルキル基、アルコキシ基、水酸基、１級アミ
ノ基、２級アミノ基、３級アミノ基、アルキルまたはアリールカルボニル基、およびシア
ノ基等が挙げられる。
　また脂環式炭化水素基は、さらに縮合環を形成していてもよい。
　本発明における脂環式炭化水素基としては、粘度や溶解性の観点から、脂環式炭化水素
基部分の炭素数が５～２０であることが好ましい。
【００４７】
　脂環式炭化水素基とアルコールに由来する構造部位とを結合する連結基としては、炭素
数１から２０までの、アルキル基、アルケニル基、アルキレン基、アラルキル基、アルコ
キシ基、モノまたはオリゴエチレングルコール基、モノまたはオリゴプロピレングリコー
ル基などが好適なものとして挙げられる。
【００４８】
　本発明における脂環式（メタ）アクリレートの具体例を以下に示すが、本発明はこれら
に限定されるものではない。
　単環式（メタ）アクリレートとしては、シクロプロピル（メタ）アクリレート、シクロ
ブチル（メタ）アクリレート、シクロペンチル（メタ）アクリレート、シクロヘキシル（
メタ）アクリレート、シクロヘプチル（メタ）アクリレート、シクロオクチル（メタ）ア
クリレート、シクロノニル（メタ）アクリレート、シクロデシル（メタ）アクリレート等
のシクロアルキル基の炭素数が３～１０のシクロアルキル（メタ）アクリレート等が挙げ
られる。
　２環式（メタ）アクリレートとしては、イソボルニル（メタ）アクリレート、ノルボル
ニル（メタ）アクリレート等が挙げられる。
　３環式（メタ）アクリレートとしては、アダマンチル（メタ）アクリレート、ジシクロ
ペンタニル（メタ）アクリレート、ジシクロペンテニルオキシエチル（メタ）アクリレー
ト等が挙げられる。
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　これらは、それぞれ単独で又は２種以上を混合して用いることができる。
【００４９】
　これらのうち、自己分散ポリマー粒子の分散安定性と、定着性、ブロッキング耐性の観
点から、２環式（メタ）アクリレート、または３環式以上の多環式（メタ）アクリレート
を少なくとも１種であることが好ましく、イソボルニル（メタ）アクリレート、アダマン
チル（メタ）アクリレート、およびジシクロペンタニル（メタ）アクリレートから選ばれ
る少なくとも１種であることがより好ましい。
【００５０】
　本発明において、自己分散ポリマー粒子に含まれる脂環式（メタ）アクリレートに由来
する構成単位の含有率としては、自己分散状態の安定性、脂環式炭化水素基同士の疎水性
相互作用による水性媒体中での粒子形状の安定化、粒子の適度な疎水化による水溶性成分
量の低下の観点から、２０質量％以上９０質量％以下であることが好ましく、４０質量％
以上９０質量％以下であることがより好ましい。特に好ましいのは５０質量％以上８０質
量％以下である。
　脂環式（メタ）アクリレートに由来する構成単位を２０質量％以上とすることで、定着
性、ブロッキングを改良することができる。一方、脂環式（メタ）アクリレートに由来す
る構成単位が９０質量％以下であることでポリマー粒子の安定性が向上する。
【００５１】
　本発明において自己分散ポリマーは、疎水性構成単位として前記脂環式（メタ）アクリ
レートに由来する構成単位に加え、必要に応じて、その他の構成単位を更に含んで構成す
ることができる。前記その他の構成単位を形成するモノマーとしては、前記脂環式（メタ
）アクリレートおよび後述の親水性基含有モノマーと共重合可能なモノマーであれば特に
制限はなく、公知のモノマーを用いることができる。
【００５２】
　前記その他の構成単位を形成するモノマー（以下、「その他共重合可能なモノマー」と
いうことがある）の具体例としては、例えば、メチル（メタ）アクリレート、エチル（メ
タ）アクリレート、イソプロピル（メタ）アクリレート、ｎ－プロピル（メタ）アクリレ
ート、ｎ－ブチル（メタ）アクリレート、イソブチル（メタ）アクリレート、ｔ－ブチル
（メタ）アクリレート、ヘキシル（メタ）アクリレート、エチルヘキシル（メタ）アクリ
レート等のアルキル（メタ）アクリレート；ベンジル（メタ）アクリレート、フェノキシ
エチル（メタ）アクリレート等の芳香環含有（メタ）アクリレート；スチレン、α-メチ
ルスチレン、クロロスチレン等のスチレン類；ジメチルアミノエチル（メタ）アクリレー
ト等のジアルキルアミノアルキル（メタ）アクリレート；Ｎ－ヒドロキシメチル（メタ）
アクリルアミド、Ｎーヒドロキシエチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ヒドロキシブチル
（メタ）アクリルアミド等のＮ－ヒドロキシアルキル（メタ）アクリルアミド；Ｎ－メト
キシメチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－エトキシメチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－
（ｎ－、イソ）ブトキシメチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－メトキシエチル（メタ）ア
クリルアミド、Ｎ－エトキシエチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－（ｎ－、イソ）ブトキ
シエチル（メタ）アクリルアミド等のＮ－アルコキシアルキル（メタ）アクリルアミド等
の（メタ）アクリルアミド等が挙げられる。
【００５３】
　中でも、ポリマー骨格の柔軟性やガラス転移温度（Ｔｇ）制御の容易さの観点および自
己分散ポリマーの分散安定性の観点から、炭素数が１～８の鎖状アルキル基を含有する（
メタ）アクリレートの少なくとも１種であることが好ましく、より好ましくは炭素数が１
～４の鎖状アルキル基を有する（メタ）アクリレートであり、特に好ましくはメチル（メ
タ）アクリレートまたはエチル（メタ）アクリレートである。ここで、鎖状アルキル基と
は、直鎖又は分岐鎖を有するアルキル基のことをいう。
【００５４】
　また本発明においては、芳香族基を含有する（メタ）アクリレートも好ましく用いるこ
とができる。
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　その他共重合可能なモノマーとして芳香族含有（メタ）アクリレートを含む場合、自己
分散ポリマー粒子の分散安定性の観点から、芳香族含有（メタ）アクリレートに由来する
構成単位は４０重量％以下であることが好ましく、３０重量％以下であることがより好ま
しく、２０重量％以下であることが特に好ましい。
【００５５】
　また、その他共重合可能なモノマーとしてスチレン系モノマーを用いる場合、自己分散
ポリマー粒子とした際の安定性の観点から、スチレン系モノマーに由来する構成単位は、
２０質量％以下であることが好ましく、１０質量％以下であることがより好ましく、５質
量％以下であることが更に好ましく、スチレン系モノマーに由来する構成単位を含まない
態様が特に好ましい。
　ここで、スチレン系モノマーとは、スチレン、置換スチレン（α-メチルスチレン、ク
ロロスチレンなど）、および、ポリスチレン構造単位を有するスチレンマクロマーのこと
を指す。
【００５６】
　本発明においてその他共重合可能なモノマーは、１種単独でも、２種以上を組み合わせ
て用いてもよい。
　自己分散ポリマー粒子が、その他の構成単位を含有する場合、その含有量は１０～８０
質量％であることが好ましく、より好ましくは１５～７５質量％であって、特に好ましい
のは２０～７０質量％である。その他の構成単位を形成するモノマーを、２種以上を組み
合わせて使用する場合、その総含有量が前記範囲であることが好ましい。
【００５７】
（親水性の構成単位）
　本発明における自己分散ポリマーは、親水性の構成単位の少なくとも１種を含む。前記
親水性の構成単位は、親水性基含有モノマーに由来するものであれば特に制限はなく、１
種の親水性基含有モノマーに由来するものであっても、２種以上の親水性基含有モノマー
に由来するものであってもよい。前記親水性基としては、特に制限はなく、解離性基であ
ってもノニオン性親水性基であってもよい。
　本発明において前記親水性基は、自己分散促進の観点、および形成された乳化又は分散
状態の安定性の観点から、少なくとも１種は解離性基であることが好ましく、アニオン性
の解離性基であることがより好ましい。前記アニオン性の解離性基としては、カルボキシ
ル基、リン酸基、スルホン酸基などが挙げられ、中でも、水性インク組成物を構成した場
合の定着性の観点から、カルボキシル基が特に好ましい。
【００５８】
　本発明における親水性基含有モノマーは、自己分散性の観点から、解離性基含有モノマ
ーであることが好ましく、解離性基とエチレン性不飽和結合とを有する解離性基含有モノ
マーであることが好ましい。
　解離性基含有モノマーとしては、例えば、不飽和カルボン酸モノマー、不飽和スルホン
酸モノマー、不飽和リン酸モノマー等が挙げられる。
【００５９】
　不飽和カルボン酸モノマーとして具体的には、アクリル酸、メタクリル酸、クロトン酸
、イタコン酸、マレイン酸、フマル酸、シトラコン酸、２－メタクリロイルオキシメチル
コハク酸等が挙げられる。不飽和スルホン酸モノマーとして具体的には、スチレンスルホ
ン酸、２－アクリルアミド－２－メチルプロパンスルホン酸、３－スルホプロピル（メタ
）アクリレート、ビス－（３－スルホプロピル）－イタコン酸エステル等が挙げられる。
不飽和リン酸モノマーとして具体的には、ビニルホスホン酸、ビニルホスフェート、ビス
（メタクリロキシエチル）ホスフェート、ジフェニル－２－アクリロイロキシエチルホス
フェート、ジフェニル－２－メタクリロイロキシエチルホスフェート、ジブチル－２－ア
クリロイロキシエチルホスフェート等が挙げられる。
　上記解離性基含有モノマーの中でも、分散安定性、吐出安定性の観点から、不飽和カル
ボン酸モノマーが好ましく、アクリル酸及びメタクリル酸の少なくとも１種がより好まし
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い。
【００６０】
　またノニオン性親水性基を有するモノマーとしては、例えば、２－メトキシエチルアク
リレート、２－（２－メトキシエトキシ）エチルアクリレート、２－（２－メトキシエト
キシ）エチルメタクリレート、エトキシトリエチレングリコールメタクリレート、メトキ
シポリエチレングリコール（分子量２００～１０００）モノメタクリレート、ポリエチレ
ングリコール（分子量２００～１０００）モノメタクリレートなどの（ポリ）エチレンオ
キシ基またはポリプロピレンオキシ基を含有するエチレン性不飽和モノマーや、ヒドロキ
シメチル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、２－ヒド
ロキシプロピル（メタ）アクリレート、４－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレート、ヒ
ドロキシペンチル（メタ）アクリレート、ヒドロキシヘキシル（メタ）アクリレート等の
水酸基を有するエチレン性不飽和モノマーが挙げられる。
　また、ノニオン性親水性基を有するモノマーとしては、末端が水酸基のエチレン性不飽
和モノマーよりも、末端がアルキルエーテルのエチレン性不飽和モノマーのほうが、粒子
の安定性、水溶性成分の含有量の観点で好ましい。
【００６１】
　本発明における親水性の構成単位としては、アニオン性の解離性基を有する親水性単位
のみを含有する態様、および、アニオン性の解離性基を有する親水性の構成単位と、ノニ
オン性親水性基を有する親水性の構成単位とを両方含有する態様のいずれかであることが
好ましい。
　また、アニオン性の解離性基を有する親水性単位を２種以上含有する態様や、アニオン
性の解離性基を有する親水性の構成単位と、ノニオン性親水性基を有する親水性の構成単
位を２種以上併用する態様であることもまた好ましい。
【００６２】
　前記自己分散ポリマーにおける親水性構成単位の含有率は、粘度と経時安定性の観点か
ら、２５質量％以下であることが好ましく、１～２５質量％であることがより好ましく、
２～２３質量％であることがさらに好ましく、４～２０質量％であることが特に好ましい
。
　また２種以上の親水性の構成単位を有する場合、親水性の構成単位の総含有率が前記範
囲内であることが好ましい。
【００６３】
　前記自己分散ポリマーにおけるアニオン性の解離性基を有する構成単位の含有量は、酸
価が後述する好適な範囲となるような範囲が好ましい。
　また、ノニオン性親水性基を有する構成単位の含有量としては、吐出安定性と経時安定
性の観点から、好ましくは０～２５質量％であって、より好ましくは０～２０質量％であ
って、特に好ましいのは０～１５質量％である。
【００６４】
　前記自己分散ポリマーがアニオン性の解離性基を有する場合、その酸価（ＫＯＨｍｇ／
ｇ）は、自己分散性、水溶性成分の含有量、及び水性インク組成物を構成した場合の定着
性の観点から、２０以上２００以下であることが好ましく、２２以上１２０以下であるこ
とがより好ましく、２５以上１００以下であることが特に更に好ましい。特に好ましいの
は、３０以上、８０以下である。酸価が２０以上であることにより、粒子をより安定に分
散することができ、酸価が２００以下であることにより水溶性成分を少なくすることがで
きる。
【００６５】
　本発明における自己分散ポリマーは、分散安定性の観点から、脂環式（メタ）アクリレ
ート、その他共重合可能なモノマー、および親水性基含有モノマーの少なくとも３種を重
合して得られるポリマーであることが好ましく、脂環式（メタ）アクリレート、炭素数が
１～８の直鎖又は分岐鎖を有するアルキル基含有（メタ）アクリレート、および親水性基
含有モノマーの少なくとも３種を重合して得られるポリマーであることがより好ましい。
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　本発明においては、分散安定性の観点から、炭素数が９以上の直鎖または分岐鎖のアル
キル基を有する（メタ）アクリレート、および、芳香族基含有マクロモノマー等に由来す
る疎水性が大きい置換基を有する構成単位の含有量は、実質的に含まないことが好ましく
、全く含まない態様であることがより好ましい
【００６６】
　本発明における自己分散ポリマーは、各構成単位が不規則的に導入されたランダム共重
合体であっても、規則的に導入されたブロック共重合体であっても良く、ブロック共重合
体である場合の各構成単位は、如何なる導入順序で合成されたものであっても良く、同一
の構成成分を２度以上用いてもよいが、ランダム共重合体であることが汎用性、製造性の
点で好ましい。
【００６７】
　本発明における自己分散ポリマーの分子量範囲は、重量平均分子量で、３０００～２０
万であることが好ましく、１００００～２０万であることがより好ましく、３００００～
１５万であることが更に好ましい。重量平均分子量を３０００以上とすることで水溶性成
分量を効果的に抑制することができる。また、重量平均分子量を２０万以下とすることで
、自己分散安定性を高めることができる。
　尚、重量平均分子量は、ゲル透過クロマトグラフ（ＧＰＣ）によって測定することでき
る。
【００６８】
　また、本発明における自己分散ポリマーのガラス転移温度（Ｔｇ）は、４０～１８０℃
が好ましく、６０～１７０℃がより好ましく、７０～１５０℃が特に好ましい。ガラス転
移温度が４０℃以上であることで、水性インク組成物を用いて印刷した印刷物の引っかき
耐性やブロッキング性がより良好になる。また、ガラス転移温度が１８０℃以下であるこ
とで、耐擦性がより良好になる。
【００６９】
　本発明の自己分散ポリマーは、ポリマーの親疎水性制御の観点から、脂環式（メタ）ア
クリレートに由来する構造を共重合比率として２０質量％以上９０質量％以下と、解離性
基含有モノマーに由来する構造と、炭素数１～８の鎖状アルキル基を含有する（メタ）ア
クリレートに由来する構造の少なくとも１種とを含み、酸価が２０～１２０であって、親
水性構造単位の総含有率が２５質量％以下であって、重量平均分子量が３０００～２０万
であるビニルポリマーであることが好ましい。
　また、２環式または３環式以上の多環式（メタ）アクリレートに由来する構造を共重合
比率として３０質量％以上９０質量％以下と、炭素数１～４の鎖状アルキル基を含有する
（メタ）アクリレートに由来する構造を共重合比率として１０～８０質量％と、カルボキ
シル基含有モノマーに由来する構造を酸価が２５～１００の範囲で含み、親水性構造単位
の総含有率が２５質量%以下であって、重量平均分子量が１００００～２０万であるビニ
ルポリマーであることがより好ましい。
　さらに、２環式または３環式以上の多環式（メタ）アクリレートに由来する構造を共重
合比率として４０質量％以上８０質量％以下と、少なくともメチル（メタ）アクリレート
またはエチル（メタ）アクリレートに由来する構造を共重合比率として２０～７０質量％
含み、アクリル酸又はメタクリル酸に由来する構造を酸価が３０～８０の範囲で含み、親
水性構造単位の総含有率が２５質量％以下であって、重量平均分子量が３００００～１５
万であるビニルポリマーであることが特に好ましい。
【００７０】
　以下に、自己分散ポリマーの具体例として、例示化合物Ｂ－０１～Ｂ－１３を挙げるが
、本発明はこれらに限定されるものではない。尚、括弧内は共重合成分の質量比を表す。
【００７１】
・Ｂ－０１：メチルメタクリレート／イソボルニルメタクリレート／メタクリル酸　共重
合体（２０／７２／８）
・Ｂ－０２：メチルメタクリレート／イソボルニルメタクリレート／ベンジルメタクリレ
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ート／メタクリル酸　共重合体（３０／５０／１４／６）
・Ｂ－０３：メチルメタクリレート／ジシクロペンタニルメタクリレート／メタクリル酸
　共重合体（４０／５０／１０）
・Ｂ－０４：メチルメタクリレート／ジシクロペンタニルメタクリレート／フェノキシエ
チルメタクリレート／メタクリル酸　共重合体（３０／５０／１４／６）
・Ｂ－０５：メチルメタクリレート／イソボルニルメタクリレート／メトキシポリエチレ
ングリコールメタクリレート（ｎ＝２）／メタクリル酸　共重合体（３０／５４／１０／
６）
・Ｂ－０６：メチルメタクリレート／ジシクロペンタニルメタクリレート／メトキシポリ
エチレングリコールメタクリレート（ｎ＝２）／メタクリル酸　共重合体（５４／３５／
５／６）
・Ｂ－０７：メチルメタクリレート／アダマンチルメタクリレート／メトキシポリエチレ
ングリコールメタクリレート（ｎ＝２３）／メタクリル酸　共重合体（３０／５０／１５
／５）
・Ｂ－０８：メチルメタクリレート／イソボルニルメタクリレート／ジシクロペンタニル
メタクリレート／メタクリル酸　共重合体（２０／５０／２２／８）
・Ｂ－０９：エチルメタクリレート／シクロヘキシルメタクリレート／アクリル酸　共重
合体（５０／４５／５）
・Ｂ－１０：イソブチルメタクリレート／シクロヘキシルメタクリレート／アクリル酸　
共重合体（４０／５０／１０）
・Ｂ－１１：ｎ－ブチルメタクリレート／シクロヘキシルメタクリレート／スチレン／ア
クリル酸　共重合体（３０／５５／１０／５）
・Ｂ－１２：メチルメタクリレート／ジシクロペンテニルオキシエチルメタクリレート／
メタクリル酸　共重合体（４０／５２／８）
・Ｂ－１３：ラウリルメタクリレート／ジシクロペンテニルオキシエチルメタクリレート
／メタクリル酸　共重合体（２５／６５／１０）
【００７２】
　本発明における自己分散ポリマーの製造方法としては、特に制限はなく、公知の重合法
によりモノマー混合物を共重合させることによって製造することができる。これらの重合
法の中では、水性インク組成物としたときの打滴安定性の観点から、有機媒体中で重合す
ることがより好ましく、溶液重合法が特に好ましい。
　本発明の自己分散ポリマーの製造方法においては、モノマー混合物と、必要に応じて、
有機溶剤及びラジカル重合開始剤とを含んだ混合物を、不活性ガス雰囲気下で共重合反応
させて前記水不溶性ポリマーを製造することができる。
【００７３】
　本発明における自己分散ポリマー粒子の水性分散物の製造方法としては、特に制限はな
く、公知の方法により自己分散ポリマー粒子の水性分散物とすることができる。自己分散
ポリマーを水性分散物として得る工程は、次の工程（１）及び工程（２）を含む転相乳化
法であることが好ましい。
　工程（１）：水不溶性ポリマー、有機溶剤、中和剤、及び水性媒体を含有する混合物を
攪拌して分散体を得る工程。
　工程（２）：前記分散体から、前記有機溶剤の少なくとも一部を除去する工程。
【００７４】
　前記工程（１）は、まず前記水不溶性ポリマーを有機溶剤に溶解させ、次に中和剤と水
性媒体を徐々に加えて混合、攪拌して分散体を得る処理であることが好ましい。このよう
に、有機溶剤中に溶解した水不溶性ポリマー溶液中に中和剤と水性媒体を添加することで
、強いせん断力を必要とせずに、より保存安定性の高い粒径の自己分散ポリマー粒子を得
ることができる。
　該混合物の攪拌方法に特に制限はなく、一般に用いられる混合攪拌装置や、必要に応じ
て超音波分散機や高圧ホモジナイザー等の分散機を用いることができる。
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【００７５】
　有機溶剤としては、アルコール系溶剤、ケトン系溶剤及びエーテル系溶剤が好ましく挙
げられる。
　アルコール系溶剤としては、イソプロピルアルコール、ｎ－ブタノール、ｔ－ブタノー
ル、エタノール等が挙げられる。ケトン系溶剤としては、アセトン、メチルエチルケトン
、ジエチルケトン、メチルイソブチルケトン等が挙げられる。エーテル系溶剤としては、
ジブチルエーテル、ジオキサン等が挙げられる。これらの有機溶剤の中では、メチルエチ
ルケトン等のケトン系溶剤とイソプロピルアルコール等のアルコール系溶剤が好ましい。
　また、イソプロピルアルコールとメチルエチルケトンを併用することも好ましい。該溶
剤を併用することで、凝集沈降や粒子同士の融着が無く、分散安定性の高い微粒径の自己
分散ポリマー粒子を得ることができる。これは、例えば、油系から水系への転相時への極
性変化が穏和になるためと考えることができる。
【００７６】
　中和剤は、解離性基の一部又は全部が中和され、自己分散ポリマーが水中で安定した乳
化又は分散状態を形成するために用いられる。自己分散ポリマーが解離性基としてアニオ
ン性の解離基を有する場合、用いられる中和剤としては有機アミン化合物、アンモニア、
アルカリ金属の水酸化物等の塩基性化合物が挙げられる。有機アミン化合物の例としては
、モノメチルアミン、ジメチルアミン、トリメチルアミン、モノエチルアミン、ジエチル
アミン、トリエチルアミン、モノプロピルアミン、ジプロピルアミン、モノエタノールア
ミン、ジエタノールアミン、トリエタノールアミン、Ｎ，Ｎ－ジメチル－エタノールアミ
ン、Ｎ，Ｎ－ジエチル－エタノールアミン、２－ジメチルアミノ－２－メチル－１－プロ
パノール、２－アミノ－２－メチル－１－プロパノール、Ｎ－メチルジエタノールアミン
、Ｎ－エチルジエタノールアニン、モノイソプロパノールアミン、ジイソプロパノールア
ミン、トリイソプロパノールアミン等が挙げられる。アルカリ金属の水酸化物としては、
水酸化リチウム、水酸化ナトリウム、水酸化カリウム等が挙げられる。中でも、本発明の
自己分散ポリマー粒子の水中への分散安定化の観点から、水酸化ナトリウム、水酸化カリ
ウム、トリエチルアミン、トリエタノールアミンが好ましい。
【００７７】
　これら塩基性化合物は、解離性基１００モル％に対して、５～１２０モル％使用するこ
とが好ましく２０～１００モル％であることがより好ましく、３０～８０モル％であるこ
とが更に好ましい。１５モル％以上とすることで、水中での粒子の分散を安定化する効果
が発現し、８０モル％以下とすることで、水溶性成分を低下させる効果がある。
【００７８】
　前記工程（２）では、前記工程（１）で得られた分散体から、減圧蒸留等の常法により
有機溶剤を留去して水系へと転相することで自己分散ポリマー粒子の水性分散物を得るこ
とができる。得られた水性分散物中の有機溶剤は実質的に除去されており、有機溶剤の量
は、好ましくは０．２質量％以下、更に好ましくは０．１質量％以下である。
【００７９】
　本発明における自己分散ポリマー粒子の平均粒径は、１～１００ｎｍの範囲であること
が好ましく、３～８０ｎｍがより好ましく、５～６０ｎｍがさらに好ましい。特に好まし
くは５～４０ｎｍである。１ｎｍ以上の平均粒径であることで製造適性が向上する。また
、１００ｎｍ以下の平均粒径とすることで保存安定性が向上する。
　また、自己分散ポリマー粒子の粒径分布に関しては、特に制限は無く、広い粒径分布を
持つもの、又は単分散の粒径分布を持つもの、いずれでもよい。また、水不溶性粒子を、
２種以上混合して使用してもよい。
　尚、自己分散ポリマー粒子の平均粒径及び粒径分布は、例えば、光散乱法を用いて測定
することができる。
【００８０】
　また本発明の水性インク組成物において、自己分散ポリマー粒子は、実質的に着色剤を
含有しない形態で存在することが好ましい。
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　本発明の自己分散ポリマー粒子は自己分散性に優れており、ポリマー単独で分散させた
ときの安定性は非常に高いものである。しかし、例えば、顔料を安定に分散させる、所謂
分散剤としての機能は高くないため、本発明における自己分散ポリマーが顔料を含有する
形態で水性インク組成物中に存在すると、結果として水性インク組成物全体の安定性が大
きく低下する場合がある。
【００８１】
　本発明の水性インク組成物においては、自己分散ポリマー粒子を、１種単独で含んでい
ても、２種以上を含んでいてもよい。
　また本発明の水性インク組成物における自己分散ポリマー粒子の含有量としては、画像
の光沢性などの観点から、水性インク組成物に対して、１～３０質量％であることが好ま
しく、２～２０質量％であることがより好ましく、２～１０質量％であることが特に好ま
しい。
　また、本発明の水性インク組成物における着色粒子と自己分散ポリマー粒子の含有比率
（着色粒子／自己分散ポリマー粒子）としては、画像の耐擦過性などの観点から、１／０
．５～１／１０であることが好ましく、１／１～１／４であることがより好ましい。
【００８２】
（水溶性溶剤）
　本発明の水性インク組成物は、水系媒体を含む。水系媒体は少なくとも水を溶媒として
含むが、水と水溶性溶剤とを含むことが好ましい。水溶性溶剤は乾燥防止剤、湿潤剤ある
いは浸透促進剤などの目的で用いられる。
　ノズルのインク噴射口において該インクジェット用インクが乾燥することによる目詰ま
りを防止する目的で乾燥防止剤や湿潤剤が用いられ、乾燥防止剤や湿潤剤としては、水よ
り蒸気圧の低い水溶性有機溶剤が好ましい。
　また、水性インク組成物（特に、インクジェット用インク組成物）を紙により良く浸透
させる目的で、浸透促進剤として水溶性有機溶剤が好適に使用される。
【００８３】
　本発明において用いられる乾燥防止剤や湿潤剤、特に制限は無く、公知の乾燥防止剤や
湿潤剤を用いることができる。本発明において水溶性溶剤は、被記録媒体におけるカール
の発生を抑制する観点から、ＳＰ値２７．５以下の水溶性溶剤を、全水溶性溶剤に対し９
０質量％以上含有し、かつ、下記構造式（１）で表される化合物を少なくとも１種含有す
ることが好ましい。
　尚、「ＳＰ値２７．５以下の水溶性溶剤」と「構造式（１）で表される化合物」とは同
一のものであっても、異なるものであってもよい。
【００８４】
　本発明でいう水溶性溶剤の溶解度パラメーター（ＳＰ値）とは、分子凝集エネルギーの
平方根で表される値で、Ｒ．Ｆ．Ｆｅｄｏｒｓ，Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｅｎｇｉｎｅｅｒｉｎ
ｇ　Ｓｃｉｅｎｃｅ，１４，ｐ１４７（１９６７）に記載の方法で計算することができ、
本発明においてはこの数値を採用する。
【００８５】
【化１】

 
【００８６】
　構造式（１）中、ｌ、ｍ、及びｎは、それぞれ独立に、１以上の整数で、かつ、ｌ＋ｍ
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＋ｎ＝３～１５を表すが、ｌ＋ｍ＋ｎが３～１２が好ましく、３～１０がより好ましい。
　ｌ＋ｍ＋ｎが、３以上であることで良好なカール抑制力を示すことができる。また１５
以下であることで良好な吐出性が得られる。
　上記構造式（１）中、ＡＯは、エチレンオキシ（ＥＯ）及び／又はプロピレンオキシ（
ＰＯ）を表すが、中でも、プロピレンオキシ基が好ましい。また前記（ＡＯ）ｌ、（ＡＯ
）ｍ、及び（ＡＯ）ｎにおける各ＡＯはそれぞれ同一でも異なってもよい。
【００８７】
　以下に、ＳＰ値が２７．５以下に該当する水溶性溶剤及び上記構造式（１）で表される
化合物の例について、ＳＰ値（カッコ内）と共に示す。但し、本発明はこれに限定される
ものではない。
【００８８】
　ジエチレングリコールモノエチルエーテル（ＳＰ値２２．４）
　ジエチレングリコールモノブチルエーテル（ＳＰ値２１．５）
　トリエチレングリコールモノブチルエーテル（ＳＰ値２１．１）
　ジプロピレングリコールモノメチルエーテル（ＳＰ値２１．３）
　ジプロピレングリコール（ＳＰ値２７．２）
【００８９】
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【化２】

 
【００９０】
　ｎＣ４Ｈ９Ｏ（ＡＯ）４－Ｈ　（ＡＯ＝ＥＯ又はＰＯで、比率はＥＯ：ＰＯ＝１：１）
　（ＳＰ値２０．１）
　ｎＣ４Ｈ９Ｏ（ＡＯ）１０－Ｈ　（ＡＯ＝ＥＯ又はＰＯで、比率はＥＯ：ＰＯ＝１：１
）　（ＳＰ値１８．８）
　ＨＯ（Ａ’Ｏ）４０－Ｈ　（Ａ’Ｏ＝ＥＯ又はＰＯで、比率はＥＯ：ＰＯ＝１：３）　
（ＳＰ値１８．７）
　ＨＯ（Ａ’’Ｏ）５５－Ｈ　（Ａ’’Ｏ＝ＥＯ又はＰＯで、比率はＥＯ：ＰＯ＝５：６
）　（ＳＰ値１８．８）
　ＨＯ（ＰＯ）３－Ｈ　（ＳＰ値２４．７）
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　ＨＯ（ＰＯ）７－Ｈ　（ＳＰ値２１．２）
　１，２－ヘキサンジオール　（ＳＰ値２７．４）　
　本発明において、ＥＯおよびＰＯは、それぞれエチレンオキシ基およびプロピレンオキ
シ基を表す。
【００９１】
　上記構造式（１）の化合物の全水溶性溶剤中に占める割合（含有率）は、１０％以上が
好ましく、３０％以上がより好ましく、更に５０％以上が好ましい。前記範囲とすること
により、インクの安定性や吐出性を悪化させずにカールを抑制することができ好ましい。
【００９２】
　また本発明においては、ＳＰ値が２７．５以下の水溶性溶剤の全水溶性溶剤に対する比
率が９０％未満にならない範囲で、他の溶剤を併用しても良い。
　併用できる水溶性有機溶剤の例として、グリセリン、１，２，６－ヘキサントリオール
、トリメチロールプロパン、エチレングリコール、プロピレングリコール、ジエチレング
リコール、トリエチレングリコール、テトラエチレングリコール、ペンタエチレングリコ
ール、ジプロピレングリコール、２－ブテン－１，４－ジオール、２－エチル－１，３－
ヘキサンジオール、２－メチル－２，４－ペンタンジオール、１，２－オクタンジオール
、１，２－ヘキサンジオール、１，２－ペンタンジオール、４－メチル－１，２－ペンタ
ンジオール等のアルカンジオール（多価アルコール類）；グルコース、マンノース、フル
クトース、リボース、キシロース、アラビノース、ガラクトース、アルドン酸、グルシト
ール、マルトース、セロビオース、ラクトース、スクロース、トレハロース、マルトトリ
オース等の糖類；糖アルコール類；ヒアルロン酸類；尿素類等のいわゆる固体湿潤剤；エ
タノール、メタノール、ブタノール、プロパノール、イソプロパノールなどの炭素数１～
４のアルキルアルコール類；
【００９３】
エチレングリコールモノメチルエーテル、エチレングリコールモノエチルエーテル、エチ
レングリコールモノブチルエーテル、エチレングリコールモノメチルエーテルアセテート
、ジエチレングリコールモノメチルエーテル、ジエチレングリコールモノエチルエーテル
、ジエチレングリコールモノ－ｎ－プロピルエーテル、エチレングリコールモノ－ｉｓｏ
－プロピルエーテル、ジエチレングリコールモノ－ｉｓｏ－プロピルエーテル、エチレン
グリコールモノ－ｎ－ブチルエーテル、エチレングリコールモノ－ｔ－ブチルエーテル、
ジエチレングリコールモノ－ｔ－ブチルエーテル、１－メチル－１－メトキシブタノール
、プロピレングリコールモノメチルエーテル、プロピレングリコールモノエチルエーテル
、プロピレングリコールモノ－ｔ－ブチルエーテル、プロピレングリコールモノ－ｎ－プ
ロピルエーテル、プロピレングリコールモノ－ｉｓｏ－プロピルエーテル、ジプロピレン
グリコールモノメチルエーテル、ジプロピレングリコールモノエチルエーテル、ジプロピ
レングリコールモノ－ｎ－プロピルエーテル、ジプロピレングリコールモノ－ｉｓｏ－プ
ロピルエーテルなどのグリコールエーテル類；２－ピロリドン、Ｎ－メチル－２－ピロリ
ドン、１，３－ジメチル－２－イミダゾリジノン、ホルムアミド、アセトアミド、ジメチ
ルスルホキシド、ソルビット、ソルビタン、アセチン、ジアセチン、トリアセチン、スル
ホラン等が挙げられ、これらの１種又は２種以上を用いることができる。
【００９４】
　乾燥防止剤や湿潤剤の目的としては，多価アルコール類が有用であり、例えば、グリセ
リン、エチレングリコール、ジエチレングリコール、トリエチレングリコール、プロピレ
ングリコール、ジプロピレングリコール、トリプロピレングリコール、１，３－ブタンジ
オール、２，３－ブタンジオール、１，４－ブタンジオール、３－メチル－１，３－ブタ
ンジオール、１，５－ペンタンジオール、テトラエチレングリコール、１，６－ヘキサン
ジオール、２－メチル－２，４－ペンタンジオール、ポリエチレングリコール、１，２，
４－ブタントリオール、１，２，６－ヘキサントリオール、などが挙げられる。これらは
、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
【００９５】
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　浸透剤の目的としては、ポリオール化合物が好ましく、脂肪族ジオールとしては、例え
ば、２－エチル－２－メチル－１，３－プロパンジオール、３，３－ジメチル－１，２－
ブタンジオール、２，２－ジエチル－１，３－プロパンジオール、２－メチル－２－プロ
ピル－１，３－プロパンジオール、２，４－ジメチル－２，４－ペンタンジオール、２，
５－ジメチル－２，５－ヘキサンジオール、５－ヘキセン－１，２－ジオール、２－エチ
ル－１，３－ヘキサンジオールなどが挙げられる。これらの中でも、２－エチル－１，３
－ヘキサンジオール、２，２，４－トリメチル－１，３－ペンタンジオールが好ましい例
として挙げることができる。
【００９６】
　本発明に使用される水溶性溶剤は、単独で使用しても、２種類以上混合して使用しても
構わない。
　水溶性溶剤の含有量としては、全インク組成物中、安定性および吐出信頼性の確保の点
から、１質量％以上６０質量％以下が好ましく、５質量％以上４０質量％以下がより好ま
しく、１０質量％以上３０質量％以下が特に好ましく使用される。
【００９７】
　本発明に使用される水の添加量は特に制限は無いが、水性インク組成物中、安定性およ
び吐出信頼性確保の点から、好ましくは１０質量％以上９９質量％以下であり、より好ま
しくは３０質量％以上８０質量％以下であり、更に好ましくは、５０質量％以上７０質量
％以下である。
【００９８】
（その他の添加剤）
　本発明におけるその他の添加剤としては、例えば、褪色防止剤、乳化安定剤、浸透促進
剤、紫外線吸収剤、防腐剤、防黴剤、ｐＨ調整剤、表面張力調整剤、消泡剤、粘度調整剤
、分散剤、分散安定剤、防錆剤、キレート剤等の公知の添加剤が挙げられる。これらの各
種添加剤は、水性インク組成物を調製後に直接添加してもよく、水性インク組成物の調製
時に添加してもよい。
【００９９】
　紫外線吸収剤は、画像の保存性を向上させる目的で使用される。紫外線吸収剤としては
、特開昭５８－１８５６７７号公報、同６１－１９０５３７号公報、特開平２－７８２号
公報、同５－１９７０７５号公報、同９－３４０５７号公報等に記載されたベンゾトリア
ゾール系化合物、特開昭４６－２７８４号公報、特開平５－１９４４８３号公報、米国特
許第３２１４４６３号等に記載されたベンゾフェノン系化合物、特公昭４８－３０４９２
号公報、同５６－２１１４１号公報、特開平１０－８８１０６号公報等に記載された桂皮
酸系化合物、特開平４－２９８５０３号公報、同８－５３４２７号公報、同８－２３９３
６８号公報、同１０－１８２６２１号公報、特表平８－５０１２９１号公報等に記載され
たトリアジン系化合物、リサーチディスクロージャーＮｏ．２４２３９号に記載された化
合物やスチルベン系、ベンズオキサゾール系化合物に代表される紫外線を吸収して蛍光を
発する化合物、いわゆる蛍光増白剤も用いることができる。
【０１００】
　褪色防止剤は、画像の保存性を向上させる目的で使用される。褪色防止剤としては、各
種の有機系及び金属錯体系の褪色防止剤を使用することができる。有機の褪色防止剤とし
てはハイドロキノン類、アルコキシフェノール類、ジアルコキシフェノール類、フェノー
ル類、アニリン類、アミン類、インダン類、クロマン類、アルコキシアニリン類、ヘテロ
環類などがあり、金属錯体としてはニッケル錯体、亜鉛錯体などがある。より具体的には
リサーチディスクロージャーＮｏ．１７６４３の第VIIのＩないしＪ項、同Ｎｏ．１５１
６２、同Ｎｏ．１８７１６の６５０頁左欄、同Ｎｏ．３６５４４の５２７頁、同Ｎｏ．３
０７１０５の８７２頁、同Ｎｏ．１５１６２に引用された特許に記載された化合物や特開
昭６２－２１５２７２号公報の１２７頁～１３７頁に記載された代表的化合物の一般式及
び化合物例に含まれる化合物を用いることができる。
【０１０１】
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　防黴剤としては、デヒドロ酢酸ナトリウム、安息香酸ナトリウム、ナトリウムピリジン
チオン－１－オキシド、ｐ－ヒドロキシ安息香酸エチルエステル、１，２－ベンズイソチ
アゾリン－３－オン及びその塩等が挙げられる。これらは水性インク組成物中に０．０２
～１．００質量％使用するのが好ましい。
　ｐＨ調整剤としては、中和剤（有機塩基、無機アルカリ）を用いることができる。ｐＨ
調整剤は水性インク組成物の保存安定性を向上させる目的で、該水性インク組成物がｐＨ
６～１０となるように添加するのが好ましく、ｐＨ７～１０となるように添加するのがよ
り好ましい。
【０１０２】
　表面張力調整剤としては、ノニオン界面活性剤、カチオン界面活性剤、アニオン界面活
性剤、ベタイン界面活性剤等が挙げられる。
　また、表面張力調整剤の添加量は、インクジェット方式で良好に打滴するために、水性
インク組成物の表面張力を２０～６０ｍＮ／ｍに調整する添加量が好ましく、２０～４５
ｍＮ／ｍに調整する添加量がより好ましく、２５～４０ｍＮ／ｍに調整する添加量がさら
に好ましい。一方、インクの付与をインクジェット方式以外の方法で行う場合には、２０
～６０ｍＮ／ｍの範囲が好ましく、３０～５０ｍＮ／ｍの範囲がより好ましい。
　水性インク組成物の表面張力は、例えば、プレート法を用いて測定することができる。
【０１０３】
　界面活性剤の具体的な例としては、炭化水素系では脂肪酸塩、アルキル硫酸エステル塩
、アルキルベンゼンスルホン酸塩、アルキルナフタレンスルホン酸塩、ジアルキルスルホ
コハク酸塩、アルキルリン酸エステル塩、ナフタレンスルホン酸ホルマリン縮合物、ポリ
オキシエチレンアルキル硫酸エステル塩等のアニオン系界面活性剤や、ポリオキシエチレ
ンアルキルエーテル、ポリオキシエチレンアルキルアリルエーテル、ポリオキシエチレン
脂肪酸エステル、ソルビタン脂肪酸エステル、ポリオキシエチレンソルビタン脂肪酸エス
テル、ポリオキシエチレンアルキルアミン、グリセリン脂肪酸エステル、オキシエチレン
オキシプロピレンブロックコポリマー等のノニオン系界面活性剤が好ましい。また、アセ
チレン系ポリオキシエチレンオキシド界面活性剤であるＳＵＲＦＹＮＯＬＳ（ＡｉｒＰｒ
ｏｄｕｃｔｓ＆ＣｈｅｍｉｃａＬｓ社）も好ましく用いられる。また、Ｎ，Ｎ－ジメチル
－Ｎ－アルキルアミンオキシドのようなアミンオキシド型の両性界面活性剤等も好ましい
。
　更に、特開昭５９－１５７６３６号公報の第（３７）～（３８）頁、リサーチディスク
ロージャーＮｏ．３０８１１９（１９８９年）記載の界面活性剤として挙げたものも用い
ることができる。
　また、特開２００３－３２２９２６号、特開２００４－３２５７０７号、特開２００４
－３０９８０６号の各公報に記載されているようなフッ素（フッ化アルキル系）系界面活
性剤、シリコーン系界面活性剤等を用いることにより、耐擦性を良化することもできる。
　また、これら表面張力調整剤は、消泡剤としても使用することができ、フッ素系化合物
、シリコーン系化合物、及びＥＤＴＡに代表されるキレート剤等、も使用することができ
る。
【０１０４】
　本発明の水性インク組成物の粘度としては、インクの付与をインクジェット方式で行う
場合、打滴安定性と凝集速度の観点から、１～３０ｍＰａ・ｓの範囲が好ましく、１～２
０ｍＰａ・ｓの範囲がより好ましく、２～１５ｍＰａ・ｓの範囲がさらに好ましく、２～
１０ｍＰａ・ｓの範囲が特に好ましい。
　また、インクの付与をインクジェット方式以外の方法で行う場合には、１～４０ｍＰａ
・ｓの範囲が好ましく、５～２０ｍＰａ・ｓの範囲がより好ましい。
　水性インク組成物の粘度は、例えば、ブルックフィールド粘度計を用いて測定すること
ができる。
【０１０５】
＜インクセット＞
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　本発明のインクセットは、前記水性インク組成物の少なくとも１種を含んで構成される
。本発明のインクセットは、前記水性インク組成物を用いる記録方法に用いられ、特に後
述のインクジェット記録方法に用いるインクセットとして好ましい。
　本発明のインクセットはこれらを一体的に若しくは独立に収容したインクカートリッジ
として用いることができ、取り扱いが便利である点等からも好ましい。インクセットを含
んで構成されるインクカートリッジは当技術分野において公知であり、公知の方法を適宜
用いてインクカートリッジにすることができる。
　また、本発明のインクセットは、前記記録液の少なくとも１種に加えて、プリント性を
向上させる処理液組成物を含むことができる。
【０１０６】
（プリント性を向上させる処理液組成物）
　本発明においては、水性インク組成物の付与に先立って、プリント性を向上させる処理
液組成物を被記録媒体上に付与することができる。
　本発明における処理液は、前記水性インク組成物と接触したときに凝集体を形成できる
水性組成物であり、具体的には、インク組成物と混合されたときに、インク組成物中の着
色粒子（顔料等）などの分散粒子を凝集させて凝集体を形成可能な凝集成分を少なくとも
含み、必要に応じて、他の成分を用いて構成することができる。インク組成物と共に処理
液を用いることで、インクジェット記録を高速化でき、高速記録しても濃度、解像度の高
い画像が得られる。
【０１０７】
（凝集成分）
　処理液は、インク組成物と接触して凝集体を形成可能な凝集成分の少なくとも１種を含
有する。例えば、インクジェット法で吐出された前記インク組成物に処理液が混合するこ
とにより、インク組成物中で安定的に分散している顔料等の凝集が促進される。
【０１０８】
　処理液の例としては、インク組成物のｐＨを変化させることにより凝集物を生じさせる
ことができる液体が挙げられる。このとき、第１処理液のｐＨ（２５℃±１℃）は、イン
ク組成物の凝集速度の観点から、１～６であることが好ましく、１．２～５であることが
より好ましく、１．５～４であることが更に好ましい。この場合、吐出工程で用いる前記
インク組成物のｐＨ（２５±１℃）は、７．５～９．５（より好ましくは８.０～９．０
）であることが好ましい。
　中でも、本発明においては、画像濃度、解像度、及びインクジェット記録の高速化の観
点から、前記インク組成物のｐＨ（２５℃）が７．５以上であって、処理液のｐＨ（２５
℃）が３～５である場合が好ましい。
　前記凝集成分は、１種単独で又は２種以上を混合して用いることができる。
【０１０９】
　処理液は、凝集成分として、酸性化合物の少なくとも１種を用いて構成することができ
る。酸性化合物としては、リン酸基、ホスホン酸基、ホスフィン酸基、硫酸基、スルホン
酸基、スルフィン酸基、又はカルボキシル基を有する化合物、あるいはその塩（例えば多
価金属塩）を使用することができる。中でも、インク組成物の凝集速度の観点から、リン
酸基又はカルボキシル基を有する化合物がより好ましく、カルボキシル基を有する化合物
であることが更に好ましい。
【０１１０】
　カルボキシル基を有する化合物としては、ポリアクリル酸、酢酸、グリコール酸、マロ
ン酸、リンゴ酸、マレイン酸、アスコルビン酸、コハク酸、グルタル酸、フマル酸、クエ
ン酸、酒石酸、乳酸、スルホン酸、オルトリン酸、ピロリドンカルボン酸、ピロンカルボ
ン酸、ピロールカルボン酸、フランカルボン酸、ピリジンカルボン酸、クマリン酸、チオ
フェンカルボン酸、ニコチン酸、若しくはこれらの化合物の誘導体、又はこれらの塩（例
えば多価金属塩）等の中から選ばれることが好ましい。これらの化合物は、１種類で使用
されてもよく、２種類以上併用されてもよい。
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【０１１１】
　本発明における処理液は、上記酸性化合物に加えて、水系溶媒（例えば、水）を更に含
んで構成することができる。
　処理液の酸性化合物の含有量としては、凝集効果の観点から、処理液の全質量に対して
、５～９５質量％であることが好ましく、１０～８０質量％であることがより好ましい
【０１１２】
　また、高速凝集性を向上させる処理液の好ましい一例として、多価金属塩あるいはポリ
アリルアミンを添加した処理液を挙げることができる。多価金属塩としては、周期表の第
２属のアルカリ土類金属（例えば、マグネシウム、カルシウム）、周期表の第３属の遷移
金属（例えば、ランタン）、周期表の第１３属からのカチオン（例えば、アルミニウム）
、ランタニド類（例えば、ネオジム）の塩、及びポリアリルアミン、ポリアリルアミン誘
導体を挙げることができる。金属の塩としては、カルボン酸塩（蟻酸、酢酸、安息香酸塩
など）、硝酸塩、塩化物、及びチオシアン酸塩が好適である。中でも、好ましくは、カル
ボン酸（蟻酸、酢酸、安息香酸塩など）のカルシウム塩又はマグネシウム塩、硝酸のカル
シウム塩又はマグネシウム塩、塩化カルシウム、塩化マグネシウム、及びチオシアン酸の
カルシウム塩又はマグネシウム塩である。
【０１１３】
　金属の塩の処理液中における含有量としては、１～１０質量％が好ましく、より好まし
くは１．５～７質量％であり、更に好ましくは２～６質量％の範囲である。
【０１１４】
　処理液の粘度としては、インク組成物の凝集速度の観点から、１～３０ｍＰａ・ｓの範
囲が好ましく、１～２０ｍＰａ・ｓの範囲がより好ましく、２～１５ｍＰａ・ｓの範囲が
さらに好ましく、２～１０ｍＰａ・ｓの範囲が特に好ましい。なお、粘度は、ＶＩＳＣＯ
ＭＥＴＥＲ ＴＶ－２２（TOKI SANGYO CO.LTD製）を用いて２０℃の条件下で測定される
ものである。
　また、処理液の表面張力としては、インク組成物の凝集速度の観点から、２０～６０ｍ
Ｎ／ｍであることが好ましく、２０～４５ｍＮ／ｍであることがより好ましく、２５～４
０ｍＮ／ｍであることがさらに好ましい。なお、表面張力は、Ａｕｔｏｍａｔｉｃ　Ｓｕ
ｒｆａｃｅ　Ｔｅｎｓｉｏｍｅｔｅｒ　ＣＢＶＰ－Ｚ（協和界面科学（株）製）を用いて
２５℃の条件下で測定されるものである。
【０１１５】
＜画像形成方法＞
　本発明の画像形成方法は、本発明の水性インク組成物または前記インクセットを用いて
、被記録媒体上に前記水性インク組成物を付与するインク付与工程を含むものである。本
発明の水性インク組成物及びインクセットは、一般の筆記具用、記録計用、ペンプロッタ
ー用等に使用することができるが、インクジェット記録方法に用いることが特に好ましい
。本発明のインクセット又はインクカートリッジを用いることができるインクジェット記
録方法は、インク組成物を細いノズルから液滴として吐出させ、その液滴を記録媒体に付
着させるいかなる記録方法も含む。本発明における被記録媒体としては特に制限はなく、
例えば、普通紙、上質紙、塗工紙等を挙げることができる。
【０１１６】
　本発明における好ましいインクジェット記録方法として、前記水性インク組成物にエネ
ルギーを供与して、公知の被記録媒体、即ち普通紙、樹脂コート紙、例えば特開平８－１
６９１７２号公報、同８－２７６９３号公報、同２－２７６６７０号公報、同７－２７６
７８９号公報、同９－３２３４７５号公報、特開昭６２－２３８７８３号公報、特開平１
０－１５３９８９号公報、同１０－２１７４７３号公報、同１０－２３５９９５号公報、
同１０－３３７９４７号公報、同１０－２１７５９７号公報、同１０－３３７９４７号公
報等に記載されているインクジェット専用紙、フィルム、電子写真共用紙、布帛、ガラス
、金属、陶磁器等に画像を形成する方法を挙げることができる。なお、本発明に好ましい
インクジェット記録方法として特開２００３－３０６６２３号公報の段落番号００９３～
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０１０５の記載が適用できる。
【０１１７】
　本発明においては画像を形成する際に、光沢性や耐水性を与えたり、耐候性を改善した
りする目的からポリマーラテックス化合物を併用してもよい。ラテックス化合物を受像材
料に付与する時期については、着色剤を付与する前であっても、後であっても、また同時
であってもよく、したがって添加する場所も受像紙中であっても、インク中であってもよ
く、あるいはポリマーラテックス単独の液状物として使用しても良い。具体的には、特開
２００２－１６６６３８号、特開２００２－１２１４４０号、特開２００２－１５４２０
１号、特開２００２－１４４６９６号、特開２００２－０８０７５９号等の各公報に記載
された方法を好ましく用いることができる。
【０１１８】
　本発明に好ましい画像形成方式の一例として、以下の工程を含む画像形成方法が挙げら
れる。
　第一の工程：プリント性を向上させる液体組成物を記録媒体に付与する工程。
　第二の工程：前記液体組成物が付与された記録媒体に水性インク組成物を付与する工程
。
　その他の工程：その他の工程としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択するこ
とができ、例えば、乾燥除去工程、加熱定着工程等が挙げられる。
【０１１９】
　前記乾燥除去工程としては、記録媒体に付与されたインク組成物におけるインク溶媒の
少なくとも一部を乾燥除去することができれば特に制限はなく、目的に応じて適宜選択す
ることができる。また前記加熱定着工程としては、前記インク組成物中に含まれるラテッ
クス粒子を溶融定着することができれば特に制限はなく、目的に応じて適宜選択すること
ができる。
【０１２０】
　本発明に好ましい画像形成方式のもう一つの例として、以下の工程を含む画像形成方法
が挙げられる。
　第一の工程：プリント性を向上させる液体組成物を中間転写体に付与する工程。
　第二の工程：前記液体組成物が付与された中間転写体にインクセットのインクを付与す
る工程。
　第三の工程：前記中間転写体に形成されたインク画像を記録媒体に転写する工程。
　その他の工程：その他の工程としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択するこ
とができ、例えば、前記乾燥除去工程、加熱定着工程等が挙げられる。
【実施例】
【０１２１】
　以下、本発明を実施例により具体的に説明するが、本発明はこれらの実施例に限定され
るものではない。尚、特に断りのない限り、「部」及び「％」は質量基準である。
【０１２２】
（自己分散ポリマーの調製）
－自己分散ポリマー（Ｂ－０１）の調製－
　攪拌機、温度計、還流冷却管、及び窒素ガス導入管を備えた２リットル三口フラスコに
、メチルエチルケトン５４０．０ｇを仕込んで、７５℃まで昇温した。反応容器内温度を
７５℃に保ちながら、メチルメタクリレート１０８ｇ、イソボルニルメタクリレート３８
８．８ｇ、メタクリル酸４３．２ｇ、メチルエチルケトン１０８ｇ、及び「Ｖ－６０１」
（和光純薬（株）製）２．１６ｇからなる混合溶液を、２時間で滴下が完了するように等
速で滴下した。滴下完了後、「Ｖ－６０１」１．０８ｇ、メチルエチルケトン１５．０ｇ
からなる溶液を加え、７５℃で２時間攪拌後、さらに「Ｖ－６０１」０．５４ｇ、メチル
エチルケトン１５．０ｇからなる溶液を加え、７５℃で２時間攪拌した後、８５℃に昇温
して、さらに２時間攪拌を続けた。
　得られた共重合体の重量平均分子量（Ｍｗ）は６１０００（ゲルパーミエーションクロ
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マトグラフィー（ＧＰＣ）によりポリスチレン換算で算出、使用カラムはＴＳＫｇｅｌ　
ＳｕｐｅｒＨＺＭ－Ｈ、ＴＳＫｇｅｌ　ＳｕｐｅｒＨＺ４０００、ＴＳＫｇｅｌ　Ｓｕｐ
ｅｒＨＺ２００（東ソー社製））、酸価は５２．１（ｍｇＫＯＨ／ｇ）であった。
【０１２３】
　次に、重合溶液５８８．２ｇを秤量し、イソプロパノール１６５ｇ、１モル／ＬのＮａ
ＯＨ水溶液１２０．８ｍｌを加え、反応容器内温度を８０℃に昇温した。次に蒸留水７１
８ｇを２０ｍｌ／ｍｉｎの速度で滴下し、水分散化せしめた。その後、大気圧下にて反応
容器内温度８０℃で２時間、８５℃で２時間、９０℃で２時間保って溶媒を留去した。更
に、反応容器内を減圧して、イソプロパノール、メチルエチルケトン、蒸留水を留去し、
固形分濃度２６．０％の自己分散ポリマー（Ｂ－０１）の水性分散物を得た。
　なお、下記化合物例（Ｂ－０１）の各構成単位の数字は質量比を表す。以下、各構造式
に関しても同様である。
・Ｂ－０１：メチルメタクリレート／イソボルニルメタクリレート／メタクリル酸　共重
合体（２０／７２／８）
【０１２４】
－自己分散ポリマー（Ｂ－０２）～（Ｂ－１３）の調製－
　実施例１の（Ｂ－０１）の合成において、メチルメタクリレート１０８ｇ、イソボルニ
ルメタクリレート３８８．８ｇ、メタクリル酸４３．２ｇの代わりに、下記例示化合物の
質量比となるように各モノマーの混合比を変更したこと以外は実施例１と同様にして、下
記例示自己分散ポリマー（Ｂ－０２）～（Ｂ－１３）を得た。得られた（Ｂ－０２）～（
Ｂ－１３）の物性を表１に示した。なお、いずれも自己分散ポリマーの中和度は、解離性
基１モルに対して６５モル％となるように、ＮａＯＨ水溶液（１モル／Ｌ）の量を調整し
た。
【０１２５】
・Ｂ－０２：メチルメタクリレート／イソボルニルメタクリレート／ベンジルメタクリレ
ート／メタクリル酸　共重合体（３０／５０／１４／６）
・Ｂ－０３：メチルメタクリレート／ジシクロペンタニルメタクリレート／メタクリル酸
　共重合体（４０／５０／１０）
・Ｂ－０４：メチルメタクリレート／ジシクロペンタニルメタクリレート／フェノキシエ
チルメタクリレート／メタクリル酸　共重合体（３０／５０／１４／６）
・Ｂ－０５：メチルメタクリレート／イソボルニルメタクリレート／メトキシポリエチレ
ングリコールメタクリレート（ｎ＝２）／メタクリル酸　共重合体（３０／５４／１０／
６）
・Ｂ－０６：メチルメタクリレート／ジシクロペンタニルメタクリレート／メトキシポリ
エチレングリコールメタクリレート（ｎ＝２）／メタクリル酸　共重合体（５４／３５／
５／６）
・Ｂ－０７：メチルメタクリレート／アダマンチルメタクリレート／メトキシポリエチレ
ングリコールメタクリレート（ｎ＝２３）／メタクリル酸　共重合体（３０／５０／１５
／５）
・Ｂ－０８：メチルメタクリレート／イソボルニルメタクリレート／ジシクロペンタニル
メタクリレート／メタクリル酸　共重合体（２０／５０／２２／８）
・Ｂ－０９：エチルメタクリレート／シクロヘキシルメタクリレート／アクリル酸　共重
合体（５０／４５／５）
・Ｂ－１０：イソブチルメタクリレート／シクロヘキシルメタクリレート／アクリル酸　
共重合体（４０／５０／１０）
・Ｂ－１１：ｎ－ブチルメタクリレート／シクロヘキシルメタクリレート／スチレン／ア
クリル酸　共重合体（３０／５５／１０／５）
・Ｂ－１２：メチルメタクリレート／ジシクロペンテニルオキシエチルメタクリレート／
メタクリル酸　共重合体（４０／５２／８）
・Ｂ－１３：ラウリルメタクリレート／ジシクロペンテニルオキシエチルメタクリレート
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【０１２６】
－ポリマー分散物ＢＨ－０１の調製－
　特開２００１－３２９１９９号公報の段落番号［００８３］から［００８７］記載のポ
リマーの製造例に従って、比較例化合物を合成した。更に、前記公報の段落番号［００９
９］から［０１００］に記載のポリマー分散物の製造例に従って、比較例化合物（ＢＨ－
０１）を得た。得られた（ＢＨ－０１）の物性を表１に示した。
・ＢＨ－０１：スチレン／ラウリルメタクリレート／メトキシポリエチレングリコール（
ｎ＝９）メタクリレート／ヒドロキシエチルメタクリレート／スチレンマクロマー／シリ
コンマクロマー／アクリル酸　共重合体（２８／２８／１０／１５／１０／２／７）
【０１２７】
－ポリマー分散物ＢＨ－０２の調製－
　特開２００６－２７３８９２号公報の段落番号［００５１］から［００５３］に記載の
ポリマー分散物の製造例に従って、下記例示化合物ＢＨ－０２（ポリマー分散物ＢＨ－０
２）を得た。得られた（ＢＨ－０２）の物性を表１に示した。
・ＢＨ－０２：スチレン／ベンジルメタクリレート／ポリエチレングリコールモノメタク
リレート（ｎ＝１５）／ポリプロピレングリコールモノメタクリレート（ｎ＝９）／スチ
レンマクロマー／メタクリル酸　共重合体（３０／１０／２０／１５／１０／１５）
【０１２８】
　尚、ＢＨ－０１、ＢＨ－０２の製造において、スチレンマクロモノマーとしてＡＳ-６
（東亞合成株式会社製）を用いた。ＢＨ－０１の製造において、シリコンマクロマーとし
ては（チッソ（株）製、商品名：ＦＭ－０７１１）を用いた。
【０１２９】
　表１中、粒径は平均粒径であり、マイクロトラックＵＰＡ　ＥＸ－１５０（日機装（株
）製）を用いて常法により測定した値である。なお、ｐＨは下記評価基準に従って評価し
た結果を記載した。
【０１３０】
～評価基準～
　◎…　８．５未満
　○…　８．５以上９未満
　△…　９以上９．５未満
　×…　９．５以上
【０１３１】
　また、表1中における分散安定性加速試験は以下のようにして行った。
　まず、ポリマー分散液を固形分２５％になるように調製した。調製した２５％ポリマー
分散液を遠沈管につめ、（株）久保田商事製高速大容量冷却遠心機で回転数１２０００ｒ
ｐｍ、１０℃、６０分間遠心し、上澄みを回収した。
　次に遠心分離により回収された液体の固形分質量を測定した。測定方法は直径１．５ｃ
ｍのアルミカップに遠心分離により回収された液を５００～６００ｍｇ計量し、真空乾燥
機中で大気圧下１２０℃３０分加熱した後、減圧下（真空度：０．１ＭＰａ以下）１２０
℃２時間放置した後、固形分の質量を測定した。遠心後の固形分の値を遠心前の固形分の
値で割ることで比を算出し、下記評価基準に従って評価した。
【０１３２】
～評価基準～
　◎　…　比が０．９５以上
　○　…　比が０．９以上０．９５未満
　△　…　比が０．８以上０．９未満
　×　…　比が０．８未満
【０１３３】
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【表１】

 
【０１３４】
＜実施例＞
[水性インク組成物の調製]
《シアンインクＣ－０１の調製》
（水不溶性ポリマー分散剤の合成）
　反応容器に、スチレン６部、ステアリルメタクリレート１１部、スチレンマクロマーＡ
Ｓ－６（東亜合成製）４部、プレンマーＰＰ－５００（日本油脂製）５部、メタクリル酸
５部、２－メルカプトエタノール０．０５部、メチルエチルケトン２４部の混合溶液を調
液した。
　一方、スチレン１４部、ステアリルメタクリレート２４部、スチレンマクロマーＡＳ－
６（東亜合成製）９部、プレンマーＰＰ－５００（日本油脂製）９部、メタクリル酸１０
部、２－メルカプトエタノール０．１３部、メチルエチルケトン５６部及び２，２’－ア
ゾビス（２，４－ジメチルバレロニトリル）１．２部からなる混合溶液を調液し、滴下ロ
ートに入れた。
【０１３５】
　次いで、窒素雰囲気下、反応容器内の混合溶液を攪拌しながら７５℃まで昇温し、滴下
ロート中の混合溶液を１時間かけて徐々に滴下した。滴下終了から２時間経過後、２，２
’－アゾビス（２，４－ジメチルバレロニトリル）１．２部をメチルエチルケトン１２質
量部に溶解した溶液を３時間かけて滴下し、更に７５℃で２時間、８０℃で２時間熟成さ
せ、水不溶性ポリマー分散剤のメチルエチルケトン溶液を得た。
【０１３６】
　得られた水不溶性ポリマー分散剤溶液の一部について、溶媒を除去することによって単
離し、得られた固形分をテトラヒドロフランにて０．１質量％に希釈し、ＧＰＣにて重量
平均分子量を測定した。その結果、単離された固形分は、ポリスチレン換算の重量平均分
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子量が２５,０００であった。
【０１３７】
（シアン顔料分散液の調液）
　得られた水不溶性ポリマー分散剤溶液を固形分換算で５．０ｇ、ピグメントブルー１５
：３（シアン顔料、大日精化製）１０．０ｇ、メチルエチルケトン４０．０ｇ、１ｍｏｌ
／Ｌ水酸化ナトリウム８．０ｇ、イオン交換水８２．０ｇ、０．１ｍｍジルコニアビーズ
３００ｇをベッセルに供給し、レディーミル分散機（アイメックス社製）で１０００ｒｐ
ｍ６時間分散した。得られた分散液をエバポレーターでメチルエチルケトンが十分留去で
きるまで減圧濃縮した。顔料濃度を１０％になるように調整して、水不溶性ポリマー分散
剤で表面が被覆された顔料よりなる着色粒子の分散液として、シアン分散液Ｃ１を得た。
得られたシアン顔料分散液Ｃ１の平均粒径は７７ｎｍであった。
【０１３８】
　そして、シアン顔料分散液Ｃ１と、自己分散ポリマー粒子の水性分散物としてＢ－０１
を用い、水系媒体として、水、サンニックスＧＰ２５０（三洋化成工業（株）製）、ジエ
チレングリコールモノエチルエーテル（和光純薬（株）製）を用い、下記のインク組成に
なるようにインクを調液した。調液後５μｍフィルターで粗大粒子を除去し、水性インク
組成物としてシアンインクＣ－０１を調製した。
【０１３９】
〈シアンインクＣ－０１のインク組成〉
・シアン顔料（ピグメントブルー１５：３、大日精化製）　　…　４　％
・水不溶性ポリマー分散剤　　　　　　　　　　　　　　　　…　２　％
・Ｂ－０１（固形分換算）　　　　　　　　　　　　　　　　…　８　％
・サンニックスＧＰ２５０　　　　　　　　　　　　　　　…　１０　％
・ジエチレングリコールモノエチルエーテル　　　　　　　　…　５　％
・オルフィンＥ１０１０（日信化学製）　　　　　　　　　　…　１　％
・イオン交換水　　　　　　　　　…　合計が１００％となるように添加
【０１４０】
　上記において平均粒径の測定は、マイクロトラックＵＰＡ ＥＸ－１５０（日機装（株
）製）にて分散液を測定に適した濃度に適宜希釈し、測定条件は全て同じにした。即ち、
粒子透過性：透過、粒子屈折率：１．５１、粒子形状：非球形、密度：１．２ｇ／ｃｍ３

、溶媒：水、セル温度：１８～２５℃条件において、体積平均粒径を測定した。また、粘
度は、ＢＲＯＯＫＦＩＥＬＤ社製ＤＶ－ＩＩ＋ＶＩＳＣＯＭＥＴＥＲにて測定した。また
、表面張力は、協和界面科学社製ＣＢＶＰ－Ｚを用いて、白金プレート法で測定した。
【０１４１】
《シアンインクＣ－０２～１３、ＣＨ－０１～ＣＨ－０３の調製》
　シアンインクＣ－０１の調製において、自己分散ポリマー粒子Ｂ－０１の代わりに、下
記表２に示した自己分散ポリマー粒子をそれぞれ用いた以外はシアンインクＣ－０１と同
様の方法で、水性インク組成物のシアンインクＣ－０２～１３、ＣＨ－０１～ＣＨ－０２
をそれぞれ調製した。
　また、自己分散ポリマー粒子を用いなかった以外はシアンインクＣ－０１と同様の方法
で、水性インク組成物のシアンインクＣＨ－０３を調製した。
【０１４２】
《シアンインクＣ－１４の調製》
　シアンインクＣ－０１の調製において、顔料および水不溶性ポリマー分散剤からなる着
色粒子としてシアン分散液Ｃ１と、自己分散ポリマー粒子としてＢ－０１を用い、水系媒
体として、水、グリセリン、ジエチレングリコールを用い、下記のインク組成になるよう
にインクを調液した。調液後５μｍフィルターで粗大粒子を除去し、水性インク組成物と
してシアンインクＣ－１４を調製した。
【０１４３】
〈シアンインクＣ－１のインク組成〉
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・シアン顔料（ピグメントブルー１５：３、大日精化製）　　　　…　４　％
・水不溶性ポリマー分散剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　…　２　％
・Ｂ－０１（固形分換算）　　　　　　　　　　　　　　　　　　…　８　％
・ジエチレングリコール（和光純薬製）　　　　　　　　　　　…　１０　％
・グリセリン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…　２０　％
・オルフィンＥ１０１０（日信化学）　　　　　　　　　　　　　…　１　％
・イオン交換水　　　　　　　　　　…　合計が１００％となるように添加
【０１４４】
《イエローインクＣＨ－０４の調製》
　疎水性染料としてオリエント化学（株）製　Ｏｉｌ　Ｙｅｌｌｏｗ　１２９を用い、特
開２００４－２０３９９６号公報の段落番号［００５４］から［００６２］記載の水系イ
ンクの製造例１に従って、疎水性染料と、脂環式（メタ）アクリレートに由来する構造を
有する水不溶性ビニルポリマーとからなる着色粒子を調製した。
　更に、水系媒体として、水、サンニックスＧＰ２５０（三洋化成工業（株）製）、ジエ
チレングリコールモノエチルエーテル（和光純薬製）を用い、下記のインク組成になるよ
うにインクを調液した。調液後５μｍフィルターで粗大粒子を除去し、水性インク組成物
としてイエローインクＣＨ－０４を調製した。
【０１４５】
〈イエローインクＣＨ－０４のインク組成〉
・疎水性染料（Ｏｉｌ Ｙｅｌｌｏｗ １２９）　　　　　　　…　４　％
・水不溶性ポリマー　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…　４　％
・サンニックスＧＰ２５０　　　　　　　　　　　　　　　…　１０　％
・ジエチレングリコールモノエチルエーテル　　　　　　　　…　５　％
・オルフィンＥ１０１０（日信化学）　　　　　　　　　　　…　１　％
・イオン交換水　　　　　　　　　…　合計が１００％となるように添加
【０１４６】
（処理液の調製）
　下記組成となるように各成分を混合することで、処理液を調製した。
－処理液の組成－
マロン酸（和光純薬製）　　　　　　　　　　　　　　　　　　…　１５．０％
ジエチレングリコールモノメチルエーテル（和光純薬製）　　　…　２０．０％
Ｎ－オレオイル－Ｎ－メチルタウリンナトリウム（界面活性剤）　…　１．０％
イオン交換水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…　６４．０％
【０１４７】
　上記処理液の物性値を測定したところ、粘度２．６ｍＰａ・ｓ、表面張力３７．３ｍＮ
／ｍ、ｐＨ１．６であった。
　なお、表面張力の測定は、Automatic Surface Tensiometer CBVP-Z（協和界面科学（株
）製）を用いて２５℃の条件下で行ない、粘度の測定は、VISCOMETER TV-22（TOKI SANGY
O CO.LTD製）を用いて２０℃の条件下で行なった。また、ｐＨは、２５℃にて測定した。
【０１４８】
［評価］
　上記の如く調製した各シアンインク（以下、単に「インク」ということがある）につい
て、インクの打滴安定性試験、再吐出性試験、画像の定着性試験、ブロッキング耐性試験
を行った。結果を表２に示す。
【０１４９】
（打滴安定性）
　インクを、リコー社製ＧＥＬＪＥＴＧ７１７のカートリッジに詰め替え、特菱両面アー
トＮ（三菱製紙（株）製）上に、リコー社製ＧＥＬＪＥＴＧ７１７プリンターヘッドを用
いて、解像度１２００×６００ｄpi、インク打滴量１２ｐＬになるように打滴した。連続
して打滴して５時間後の状態を観察することで、打滴安定性を下記評価基準に従って評価
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した。
【０１５０】
～評価基準～
　◎　…　吐出不良がなかった。
　○　…　吐出不良がほとんどなく、実用上問題ないレベルであった。
　△　…　吐出不良がみられ、実用上の限界レベルであった。
　×　…　吐出不良が多く、実用上問題になるレベルであった。
【０１５１】
（再吐出性）
　インクを、リコー社製ＧＥＬＪＥＴＧ７１７のカートリッジに詰め替え、特菱両面アー
トＮ（三菱製紙（株）製）上に、リコー社製ＧＥＬＪＥＴＧ７１７プリンターヘッドを用
いて、解像度１２００×６００ｄpi、インク打滴量１２ｐＬになるように打滴した。
　以下の項目及び基準に従って再吐出性を評価した。
【０１５２】
～評価項目～
　（ｉ）画像ムラが見られないものを良好であるとした。
　（ii）１分間連続吐出後、３０分間アンキャップで放置した後に、再吐出した際の吐出
率が９０％以上（不吐出率が１０％未満）を良好であるとした。
　（iii）６０分間連続吐出後の吐出率が９０％以上（不吐出率が１０％未満）を良好で
あるとした。
【０１５３】
～評価基準～
　◎　…　（ｉ）～（iii）の全てが満たされていた。
　○　…　（ｉ）、（ii）の２項目が満たされていた。
　△　…　（ｉ）のみが満たされていた。
　×　…　（ｉ）～（iii）の全てが満たされなかった。
【０１５４】
（定着性）
－耐擦過性－
　特菱アート両面Ｎ（記録媒体、三菱製紙製）を５００ｍｍ／秒で稼動するステージ上に
固定し、処理液をワイヤーバーコーターで約２．５μｍの厚みとなるように塗布し、直後
に５０℃で２秒間乾燥させた。その後、走査方向に対して斜めに配置して固定してあるリ
コー社製ＧＥＬＪＥＴ　ＧＸ５０００プリンターヘッドで解像度１２００×６００ｄｐｉ
、打滴量３．５ｐＬ、ライン方式でシアン色のべた画像を印字した。
　印字直後、６０℃、３秒間乾燥させ、更に６０℃に加熱された一対の定着ローラ間を通
過させ、ニップ圧０．２５ＭＰａ、ニップ幅４ｍｍで定着を実施して印字サンプルを作製
した。
　未印字の特菱アート両面Ｎ（三菱製紙製）を文鎮（重量４７０ｇ、サイズ１５ｍｍ×３
０ｍｍ×１２０ｍｍ）に巻きつけ（未印字の特菱アートと評価サンプルが接触する面積は
１５０ｍｍ２）、上記印字サンプルを３往復擦った（荷重２６０ｋｇ／ｍ２に相当）。擦
った後の印字面を目視により観察し、下記の評価基準にしたがって評価した。
【０１５５】
～評価基準～
　○　…　印字面に画像（色材）のはがれが視認できなかった。
　△　…　印字面に画像（色材）のはがれがわずかに認められた。
　×　…　印字面に画像（色材）のはがれが視認でき、実用上問題になるレベルであった
。
【０１５６】
（ブロッキング）
　特菱アート両面Ｎ（記録媒体、三菱製紙製）を５００ｍｍ／秒で稼動するステージ上に



(31) JP 2010-77218 A 2010.4.8

10

20

30

40

50

固定し、処理液をワイヤーバーコーターで約２．５μｍの厚みとなるように塗布し、直後
に５０℃で２秒間乾燥させた。その後、走査方向に対して斜めに配置して固定してあるリ
コー社製ＧＥＬＪＥＴ　ＧＸ５０００プリンターヘッドで解像度１２００×６００ｄｐｉ
、打滴量３．５ｐＬ、ライン方式でシアン色のべた画像を印字した。
　印字直後、６０℃、３秒間乾燥させ、更に６０℃に加熱された一対の定着ローラ間を通
過させ、ニップ圧０．２５ＭＰａ、ニップ幅４ｍｍで定着を実施して印字サンプルを作製
した。
　印字サンプルを３．５ｃｍ×４ｃｍに切り出した。１０ｃｍ×１０ｃｍのアクリル板の
上に印字サンプルを載せ、更にサンプルの上に同じサイズに切り出した特菱アート両面Ｎ
（三菱製紙（株）製）を１０枚載せた上に１０ｃｍ×１０ｃｍのアクリル板を載せ、温度
５０℃湿度６０％の条件下で１２時間放置し、その後、アクリル板の上に１ｋｇの分銅を
載せて２４時間放置した（加重７００ｋｇ／ｍ２に相当）。更に２５℃５０％の環境下で
２時間保管した後、印字サンプルから特菱アートを剥がし、下記評価基準に従ってブロッ
キングを評価した。
【０１５７】
～評価基準～
　◎　…　自然に剥がれた。
　○　…　剥がすときに抵抗があったが、サンプルの色移りはなかった。
　△　…　色移りが多少あり、実用上の限界レベルであった。
　×　…　印字部の５０％程度が色移りし、実用上問題になるレベルであった。
【０１５８】

【表２】
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【０１５９】
　表２から分かるように、本発明の水性インク組成物は打滴安定性、再吐出性などの吐出
性が良好であるのに加え、耐擦過性、ブロッキング耐性も良好であった。
　一方、従来公知のポリマー分散物を用いた場合、打滴安定性、再吐出性も本発明の水性
インク組成物と比較して劣っており、特にブロッキング耐性が劣っていた。
　また、ポリマー分散物を添加しない比較例インクＣＨ－０３は、吐出性は比較的良好な
ものの、耐擦過性、ブロッキング耐性が大きく劣っていた。また、疎水性染料と、脂環式
（メタ）アクリレートに由来する構造を有するビニルポリマーからなる着色粒子を含有す
る水系インクも、本発明の水性インク組成物と比較して、性能が大きく劣っていた。
　以上より、本発明によれば、従来にない打滴安定性、再吐出性と、良好な定着性、ブロ
ッキング耐性を有する水性インク組成物を提供することができることが分かる。
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